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会員登録規程  

第１章 総 則 

（目 的） 

第１条 本規程は、一般社団法人東京都臨床工学技士会

（以下「本会」という。）定款第６条および第８

条の規定に基づき、本会の会員の入退会および転

入出に関し必要な事項を定める。 

第２章 入 会 

（入 会） 

第２条 本会の会員として入会しようとする者は、会員の

種別毎に理事会において定める入会申込書を会長

に提出し、理事会の承認を得なければならない。 

２ 本会会員の種別は、定款第５条に従う次の５種と

し、第３号あるいは第４号としての入会申込は受

け付けない。 

１）正会員 
２）賛助会員 
３）名誉会員 
４）特別会員 
５）育成会員 

３ 育成会員は、厚生労働省で管理する有資格者の名

簿に登録後に引き続き大学院等に就学した場合、

前項第１号の入会者の対象となる。 

（入会金および会費） 

第３条 入会金および会費の金額および納期に関する詳細

は、定款第７条により総会の決議を経て別に定め

る規程による。 

（資 格） 

第４条 会員としての資格は、理事会の承認した日に始ま

る。 

２ 会員としての資格は、定款第８条により退会した

日あるいは定款第９条により除名された日に終わ

る。 

３ 育成会員としての資格は、養成校を卒業した日に

終わる。 

第３章 退 会 

（退会事由および手続） 

第５条 本会を退会しようとする会員は、退会手続きを行

い、いつでも任意に退会できる。 

２ 会員が定款第８条および第９条の規定により資格

を喪失した場合は、定款第１０条の規定により原

則として既納の入会金および会費は返還しない。 

第４章 除籍および除名 

（除 籍） 

第６条 定款第８条により、正当な理由なく入会金および

会費に関する規程第２条の会費を２年以上滞納し

た会員は、退会と見なしこれを除籍とする。 

（除 名） 

第７条 定款第９条の規定による除名の日は、同条に定め

る総会で議決された日とする。 

２ 会長は、前項により除名された者に対し、氏名、

会員番号、除名理由および除名日を本人に通知す

る。 

３ 会員の身分は喪失するが会員資格を喪失した日か

ら３年経過後より再入会の申請を可能とする。 

第５章 転出および転入 

（転 出） 

第８条 本会から他道府県技士会へ転出しようとする者

は、転出先技士会を明記して会長に届出なければ

ならない。 

２ 年度開始日以降に転出退会しようとする者は、当

該年度の会費を完納していなければならない。 

（転 入） 

第９条 他道府県技士会より本会に転入しようとする者

は、在籍していた技士会を明記して会長に届出な

ければならない。 

２ 年度開始日以降の転入者は、前項の所属技士会の

当該年度会費を完納していなければならない。 

第６章 再入会 

（再入会） 

第１０条 第６条により会員資格を喪失した者および養成校

を卒業した育成会員が再入会を希望する場合に

は、改めて第２条に定める入会申込書の提出を求

める。 

２ 前項の再入会の申し込みに対しては、理事会にお

いて再入会の可否を決定し、これを申込者に通知

する。ただし、退会の際に会費が未納の場合は、

当該未納分を支払わない限り、再入会は認めな

い。 

第７章 会員名簿 

（会員名簿への登録） 

第１１条 事務局は、入会者を会員種別毎に本会の管理する

会員名簿に登録する。 

２ 前項の入会申込書に記載した主要事項に変更があ

った場合は、当該会員から、理事会の定める変更

届の提出を求める。 

（会員名簿からの抹消） 

第１２条 定款第８条および第９条の定める事由により、資

格を喪失した場合は、会員名簿の登録を抹消す

る。 

（会員名簿に登録された情報の扱い） 

第１３条 会員名簿に登録された会員に関する情報について

は、その公開の可否および公開の範囲について、

本人の意向を充分に尊重し、慎重に取り扱わねば

ならない。 

第８章 規程の細則および改廃 

（規程の細則） 

第１４条 本規程に定めるもののほか本規程の施行に必要な

事項は、理事会の決議により細則を別に定める。 

（規程の改廃等） 

第１５条 本規程の改廃は、理事会の審議を経て、総会の決

議を必要とする。 
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附 則 

本規程は、平成３０年６月３日より施行する。  
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入会金および会費に関する規程  

第１章 総 則 

（目 的） 

第１条 本規程は、定款第７条の入会金および会費納入に

ついての必要事項を定める。 

第２章 金額および納入法 

（金 額） 

第２条 入会金および年度毎に納入すべき会費は次のよう

に定める。 

１）正会員の入会金は、２，０００円とす

る。 
２）正会員の会費は、５，０００円とする。 

３）賛助会員の会費は、１口１０，０００円

とし、企業は３口以上とする。 
４）育成会員の会費は、２，０００円とす

る。 

（納 入） 

第３条 正会員は、入会金ならびに会費を会員の指定口座

からの自動口座振替により直接本会に納入する。 

２ 賛助会員・育成会員は、会費を直接本会に納入す

る。 

３ 正会員と賛助会員および育成会員の会費は、入会

時若しくは当該年度の当初に納入する。 

４ 入会金は、入会時および再入会時に納入する。 

第３章 免除および特例事項 

（免 除） 

第４条 次に示す場合は、届け出を持って最大２年間の会

費を免除する。 

１）短期的に海外へ移住し、帰国後に本会へ

復帰する場合 
２）産後や病気などで、仕事を休職中で復職

する見込みのある場合 

（移 籍） 

第５条 他道府県技士会の会員が、諸事情により本会に入

会する場合、入会金を免除する。 

２ その年度の会費を既に以前所属した技士会に納め

ていた場合、その年度の会費は免除する。 

（育成会員） 

第６条 育成会員が、厚生労働省で管理する有資格者の名

簿への登録年度内に本会の正会員として再入会す

る場合は、入会金を免除する。 

（特 例） 

第７条 名誉会員および特別会員は、会費の納入を要さな

い。 

第４章 規程の改廃 

（規程の改廃等） 

第８条 本規程の改廃は、理事会の審議を経て、総会の決

議を必要とする。 

付 則 

本規程は、平成２５年６月３日より施行する。 

本規程は、平成３０年６月３日より改正し、施行する。 
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社員総会運営規程  

第１章 総 則 

（目 的） 

第１条 本規程は、一般社団法人東京都臨床工学技士会定

款（以下「定款」という。）第３章に基づく社員

総会（以下「総会」という。）を円滑に運営する

ため、必要な事項を定める。 

第２章 議 長 

（司会者） 

第２条 司会者は、会長が指名し、議長が選出されるまで

総会の進行の責任を負う。 

（議長団の選出） 

第３条 司会者は、仮議長となって、出席会員の中から議

長団を選出する。 

２ 議長団は、議長および副議長の２名で構成する。 

３ 議長団は、総会出席の正会員から選出し立候補制

とする。ただし、定員を超える場合は、総会出席

者の多数決により上位２名を選出し、定員に満た

ない場合は、理事会から候補を推薦する。 

（議長の権限） 

第４条 議長は、選出されてから総会が終了するまでの

間、次の各号に定める権限と責任をもつ。 

１）発言者を指名する。 
２）議題の範囲から逸脱した発言を拒否す

る。 
３）議場の規律を保つために必要な措置をと

る。 
２ 副議長は、議長を補佐し、議長に事故ある場合ま

たは議長が欠けた場合はその職務を代行する。 

第３章 総会表決の委任 

（委任の取扱い） 

第５条 定款第１９条ならびに第２０条に定める書面ある

いは電磁的方法による議決の行使（以下「書面表

決」という。）および他の正会員を代理人とした

議決権の行使（以下「委任」という。）は、次の

取扱いをする。 

１）所定の用紙あるいは電磁的方法（電子情

報処理組織を使用する方法その他の情報

通信の技術を利用する方法であって法務

省令で定めるものをいう。（以下「委任

状」という。）による書面評決および委

任を受理する。 
２）委任状は、必要事項への記入漏れがある

ものは無効とする。 
３）委任状は、提出期限以降の提出されたも

のは無効とする。 
４）委任の代理人として指名された正会員が

総会を欠席した場合は、当該委任状を無

効とする。 

第４章 資格審査 

（資格審査員） 

第６条 議長は、総会に出席する出席者の資格を審査する

為、資格審査員を総会に出席する正会員の中から

任命する。 

２ 資格審査員は、司会者が兼ねることができる。 

（審査結果の報告） 

第７条 資格審査員は、出席者および書面表決票により総

会の構成員の資格を審査し、その結果を議長に報

告する。 

２ 必要な資格審査の方法は、その都度資格審査員で

決定できる。 

第５章 議 事 

（書記ならびに議事録署名人） 

第８条 議長は、総会の議事を記録する為、書記２名なら

びに議事録署名人２名を任命する。 

（議長の宣告） 

第９条 議長は、総会の成立を宣言する。ただし、出席者

が定員に満たない場合は、休憩または散会あるい

は、延会を宣言する。 

（議案の提出） 

第１０条 議案とは、総会の意志を決定し、または表示する

ことを目的とするもので、法令またはこの定款で

定められた事項について文書で提出された案件を

いう。 

２ 正会員が議案を提出しようとする場合は、その要

旨を総会２ヶ月前までに正会員１０名以上の署名

を添えて、理事会に文書にて提出しなければなら

ない。 

３  理事会が議案を提出する場合は、次の各号によ

る。 

１）提案要旨（その都度指示する必要部数）

を印刷し、総会２０日前までに会員に送

付する。 
２）修正動議は、あらかじめ文書（その都度

指示する必要部数）を印刷し、会長に提

出しなければならない。 
３）緊急の事情により、総会の当日提案する

場合は、その事由と要旨を議長に届けな

ければならない。 
４）予算をともなうものについては、修正の

結果必要とする経費を明らかにした文書

をそえなければならない。 
５）なお前項にかかわらず提案用紙の送付お

よび修正動議の提出は、電磁的に実施で

きる。 

（発言および動議） 

第１１条 発言および動議は、上程されている議案に関し、

本規程にかなっていなければならない。 

２ 総会で発言しようとする場合は挙手し、議長の指

名を受けなければならない。議長から指名を受け

た時は、発言に先立ち所属、氏名を明確にしなけ

ればならない。 

３ 動議の提案がなされた場合は、議長は総会にはか

り、その採否を決めなければならない。 

４ 議長は、前条の定めにかなっていない発言および

動議を拒否できる。 

（優先動議） 

第１２条 議長は、次の各号に関する動議が提出された場合
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は、他の議事に優先して取扱わなければならな

い。 

１）議事進行 
２）討論打切り 
３）議長不信任 
４）議事の状態または運営 
５）休会、休憩、再開 

第６章 採 決 

（採決宣言） 

第１３条 議長は、採決しようとする議案の内容と、採決の

方法を明瞭に会場に告げ、その確認を得たうえで

採決に入ることを宣言する。 

２ 採決宣言後は、その採決完了まで特別の事由を除

いては発言を認めない。 

（採決の方法） 

第１４条 採決の方法は、以下の各号の一つとする。 

１）拍 手 
２）挙 手 
３）起 立 
４）無記名投票 

２ 定款第１７条に基づき過半数の同意をもってこれ

を決定し、可否同数の場合は議長がこれを決す

る。ただし、議事が明白であってその必要がない

と認められる場合は口頭によって決定できる。 

（採決の順序） 

第１５条 採決の順序は、議長がこれを決め、原案にもっと

も遠い修正案より先に採決する。修正案がすべて

否決された場合は、原案について採決しなければ

ならない。 

２ 原則として反対、保留、賛成の順で採決する。 

（採決の宣言） 

第１６条 議長は、採決を行った場合にその結果を宣言す

る。 

（再審議の禁止） 

第１７条 議案を採決に付し賛否の決定した議案について

は、その総会において再審議を行えない。 

（傍聴者） 

第１８条 傍聴者は、定められた場合において傍聴する。 

（発言停止、退場） 

第１９条 本規程に違反し議長の注意に従わない者は、発言

の停止あるいは退場させることができる。 

第７章 議事録 

（議事録の作成） 

第２０条 書記は、社員総会の議事について次の項目を含む

議事録を作成する。 

１）開催された日時 
２）開催された場所 
３）議事の経過の要領およびその結果 
４）出席した理事、監事の氏名 
５）議長の氏名 
６）書記の氏名 

２ 議事録署名人は、作成された議事録に署名捺印す

る。 

３ 議事録が電磁的記録（電子的方式、磁気的方式そ

の他人の知覚によっては認識することができない

方式で作られる記録であって、電子計算機による

情報処理の用に供されるものとして法務省令で定

めるものをいう。以下同じ。）をもって作成され

ている場合における当該電磁的記録に記録された

事項については、法務省令で定める署名または記

名押印に代わる措置をとらなければならない。 

（議事録の保存） 

第２１条 前項の議事録は、社員総会の日から十年間、事務

所に備え置く。 

（議事録の閲覧） 

第２２条 社員および債権者は、次に掲げる請求をすること

ができる。 

１）第２０条の議事録が書面をもって作成さ

れている場合は、当該書面または当該書

面の写しの閲覧または謄写の請求 
２）第２０条の議事録が電磁的記録をもって

作成されている場合は、当該電磁的記録

に記録された事項を法務省令で定める方

法により表示したものの閲覧または謄写

の請求 

第８章 規程の細則および改廃 

（細 則） 

第２３条 本規程に定めるもののほか本規程の施行に必要な

事項は、理事会の決議により細則を別に定める。 

（規程の改廃） 

第２４条 本規程の改廃は、理事会の審議を経て、総会の決

議を必要とする。 

附 則 

本規程は、平成３０年６月３日より施行する。 

本規程は、令和５年６月２４日に改訂し、施行する。 
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学術大会運営規程  

第１章 総 則 

（目 的） 

第１条 本規程は、定款第３条の規定に基づき一般社団法

人東京都臨床工学技士会（以下「本会」とい

う。）が主催する年次学術大会（以下「学会」と

いう。）の開催および運営に関し必要な事項を定

める。 

（名 称） 

第２条 学会の名称は、「東京都臨床工学会」とする。 

（開催日） 

第３条 学会の開催は、原則として毎年一回とし、日程の

決定は別に定める。 

（大会長） 

第４条 学会の大会長は、本会会長または学術大会実行部

会長が理事会の承認を経て就任する。 

 

第２章 学術大会実行部会 

（学術大会実行部会） 

第５条 学会に必要な事務を処理するため学術大会実行部

会（以下「部会」という。）を、年度毎に設置す

る。 

２ 部会長は、理事会が当該年度の学会が終了した翌

月の会議において後任を任命する。ただし、部会

長の再任は妨げない。 

３ 前項の後任部会長の候補者は、当該年度の学会が

終了した翌月の理事会会議において部会員経験者

あるいは学術大会の運営が可能な会員の中から、

次々年度候補を指名する。 

４ 副部会長および部会員は、部会長が正会員の中か

ら指名し、理事会が委嘱する。 

５ 原則として部会長が所属する機関内に学会事務局

を設置する。 

（事務分掌） 

第６条 部会は、学会に関して次の事項を分掌する。 

１）事務連絡に関すること 
２）当日運営委員の選任 
３）渉外に関すること 
４）その他学会運営に必要な事項 

２ 法人または団体への学会協賛依頼文書等は、部会

を経るものとする。 

第３章 学術大会実行会議 

（学術大会実行会議） 

第７条 学術大会実行会議は、部会員により構成され、部

会長を議長とする。 

２ 部会長は、学術大会実行責任者として会議を招集

し、必要に応じて理事および過去の部会長の出席

を要請できる。 

３ 学術大会実行会議は、次の事項を審議し、結果を

理事会に報告する。 

１）学会の期日および会場に関すること 
２）学会の企画およびテーマに関すること 

３）学会実施予算および参加費に関すること 
４）一般研究発表の募集に関すること 
５）各種講演、都民公開講座等の講演者およ

び座長に関すること 
６）プログラム編成に関すること 
７）その他、学会に関すること 

（理事会承認事項） 

第８条 部会長は、当該学会開催６ヶ月前までに、学会計

画案および収支予算書を作成し理事会の承認を得

る。 

２ 前任部会長は、当該学会終了後３ヶ月以内に、学

会事業報告書および収支決算書を作成し、監査を

受けその直後に開催される理事会の承認を得る。 

３ 前条第３項の第１号から第３号の審議結果につい

ては、理事会の承認を得る。 

（学会の経理） 

第９条 学会の経理は、学術大会準備金、参加費およびそ

の他の収入により賄い、経費節減に努める。 

２ 収支剰余金は、本会経理に繰り入れる。 

第４章 規程の細則と改廃 

（細 則） 

第１０条 本規程に定めるもののほか本規程の施行に必要な

事項は、理事会の決議により細則を別に定める。 

（規程の改廃） 

第１１条 本規程の改廃は、理事会の審議を経て総会の決議

をもって行う。 

付 則 

本規程は、平成３０年６月３日より施行する。 

本規程は、令和２年６月２１日より改訂し、施行する。 
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選挙管理委員会規程  

（目 的） 

第１条 本規程は、一般社団法人東京都臨床工学技士会に

おける選挙を管理する委員会に関する事項を定め

る。 

（設 置） 

第２条 前条の目的を達成するため、選挙管理委員会（以

下「委員会」という。）を設ける。 

（構 成） 

第３条 委員会は、代議員を除く正会員の中より選出した

若干名の委員で構成する。委員長の選定は委員の

互選とする。ただし、選挙に立候補しようとする

者は、選挙管理委員となることはできない。 

（業 務） 

第４条 委員会は、本会定款第４章代議員および第６章役

員の選挙を管理する。 

１）選挙の告示 
２）立候補届の受理、資格審査 
３）前項の届出に対し届出受理書の発行 
４）候補者の告示 
５）投票および開票の管理と当選の確認 
６）総会において選挙結果の報告 
７）本条第２項および５項の異議申立ての受

理審査ならびに判定 
８）その他選挙管理に必要な事項 

（任 期） 

第５条 委員の任期は、選任後２年以内に終了する事業年

度のうち最終のものに関する定時総会の終結の時

までとする。ただし、再任を妨げない。 

（規程の細則） 

第６条 本規程の施行に関し必要な事項は、理事会の議決

を経てこれを定める。 

（規程の改廃） 

第７条 本規程の改廃は、理事会の審議を経て総会の決議

を必要とする。 

付 則 

本規程は、平成２２年６月１４日より施行する。 

本規程は、平成３０年６月３日より改訂し、施行する。 

本規程は、令和２年６月２１日より改訂し、施行する。 

本規程は、令和４年６月１９日より改訂し、施行する。 



一般社団法人 東京都臨床工学技士会 規程集 （令和5年度版） 

 ________________________________________________________________________________________________________________________  

 ________________________________________________________________________________________________________________________  

 ９ 

代議員選出規程  

第１章 総 則 

（目 的） 

第１条 本規程は、一般社団法人東京都臨床工学技士会定

款第１２条に規定する代議員の選任を公正に行な

うための事項を定める。 

（設 置） 

第２条 選挙に関わる業務は、別に定める選挙管理委員会

が管理する。 

第２章 選挙管理委員会 

（選挙権） 

第３条 選挙権は、代議員選挙告示日において、正会員の

資格を有する者が書面または電磁的投票により行

使できる。 

（被選挙権） 

第４条 被選挙者は、２年以上正会員としての資格を有

し、選挙告示日現在、会費を完納している正会員

であること。 

第３章 代議員選挙 

（実施年度） 

第５条 代議員の改選は、任期満了の当該年度内に実施す

る。 

２ 緊急に代議員の改選が必要な場合は、前項に関わ

らず理事会の議決により選挙を実施できる。 

（立候補の届出） 

第６条 代議員に立候補しようとするもの(以下、「立候補

者」という。)または、候補者を推薦しようとす

るものは選挙管理委員会の定める立候補届出用紙

(以下、「届出用紙」という。)をもって委員会に

届け出る。 

２ 但し、推薦候補の届出には,本人の同意を必要と

する。 

３ 立候補ならびに推薦候補の届出は、電磁的に実施

することもできる。 

（日 程） 

第７条 選挙の日程は、以下の各号の通りとする。 

１）選挙日  ：投票期限日で、任期満

了の当該年度内に実施 
２）選挙実施の告示 ：選挙日の５０日以前 
３）立候補受付開始 ：選挙日の４０日前 
４）立候補受付締切 ：選挙日の３０日前 
５）選挙公報の告示 ：選挙日の１４日以前 
６）投票期間  ：選挙日を含む選挙日の

前１４日間 
７）開票日  ：選挙日から７日以内 
８）選挙結果の告示 ：開票日から７日以内 

（投 票） 

第８条 投票は、正会員が無記で行ない、連記制(投票数

は定数以内)とする。 

２ 投票は、電磁的に実施することもできる。 

第４章 当選人の決定 

（開票作業） 

第９条 開票は、委員長の定めた日時および場所におい

て、開票立会人の立会のもと委員により実施す

る。 

（投票による当選人） 

第１０条 当選人は、それぞれが得た有効投票数の高得票順

に定める。 

２ 当選人を定める際に得票数が同じ場合は、開票作

業の終了後に開票立会人の立会の下、委員長がく

じで定める。 

（無投票による当選人） 

第１１条 立候補の締切日を経過するも、選挙候補者が定数

を超えないとき、または超えなくなったときは、

無投票で代議員の当選人を定めることができる。 

（当選候補者の辞退） 

第１２条 当選候補者が当選を辞退した場合は、次点者を繰

り上げて当選人とする。 

第５章 欠員の補充 

（候補者の補充） 

第１３条 立候補の締切日を経過するも、候補者数が定数に

満たないときは、理事会が定数内で候補者を総会

開催までに委員会に推薦できる。この場合も無投

票で当選人を定められる。 

（予備代議員） 

第１４条 代議員が欠けた場合に備え、前章の選挙による次

点者を順次繰り上げて予備代議員とする。 

２ 前章の選挙に落選した候補者は、予備代議員とな

り代議員が欠けた場合に、優先順位に従い代議員

となる。予備代議員の優先順位は得票数の多い順

とする。 

（補欠選挙） 

第１５条 前条の繰り上げにより予備代議員がいなくなった

場合又は無投票選出である場合は、改めて予備代

議員選挙を行うことができる。 

２ 補欠選挙の実施は、本規程に準じる。 

３ 補充者は、次年度総会で承認を得なければならな

い。 

４ 予備代議員の効力を有する期間は、定款第１１条

６項の代議員の任期の満了する時までとする。た

だし、次の各号に揚げる場合、予備代議員の効力

を有する期間が直ちに満了する。 

１）代議員になったとき 
２）代議員になることを辞退した場合 
３）定款第１０条の規程により会員資格を損

失したとき 
５ 翌年が選挙年の場合この限りではない。 

第６章 異議の申立て 

（異議の申立て） 

第１６条 選挙に関する異議は、選挙結果告示 14日以内に

委員会に文書をもって申し立てることができる。

但しこの場合、会員番号、氏名を明記し捺印しな

ければならない。 
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第７章 立候補ならびに当選の取り消し 

（資格取り消し） 

第１７条 委員会は、立候補者が選挙公報など選挙に関わる

事項について、重大な虚偽の申告を行ったことが

明らかになった場合は、立候補または当選を取り

消すことができる。 

第８章 規程の細則および改廃 

（規程の細則） 

第１８条 本規程の施行に関し必要な事項は、理事会の議決

を経てこれを定める。 

（規程の改廃） 

第１９条 本規程の改廃は、理事会の審議を経て総会の決議

を必要とする。 

付 則 

本規程は、令和４年６月１９日より施行する。 
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役員候補選出規程  

第１章 総 則 

（目 的） 

第１条 本規程は、一般社団法人東京都臨床工学技士会定

款第６章に基づき、役員候補者の選出選挙に関す

る事項を定める。 

（選挙業務の管理） 

第２条 選挙に関わる業務は、別に定める選挙管理委員会

が管理する。 

第２章 選挙権及び被選挙権 

（選挙権） 

第３条 選挙権は、役員選挙告示日現在において、本会の

代議員に選出されている者が行使できる。 

（被選挙権） 

第４条 被選挙権者は、役員選挙告示日現在において本会

の代議員であり、選挙年度までの会費を完納して

いること。 

第３章 役員選挙 

（実施年度） 

第５条 役員の改選は、任期満了の当該年度内に実施す

る。 

２ 緊急に役員の改選が必要な場合は、前項に関わら

ず理事会の議決により選挙を実施できる。 

（立候補の届出） 

第６条 理事および監事に立候補しようとするものまた

は、候補者を推薦しようとするものは細則に定め

る書式をもって委員会に届け出る。 

２ 但し、推薦候補の届出には,本人の同意を必要と

する。 

３ 立候補ならびに推薦候補の届出は、電磁的に実施

することもできる。 

（日 程） 

第７条 選挙の日程は、以下の各号の通りとする。 

１）選挙日  ：投票期限日で、該当年

度社員総会開催日の９０日以前 
２）選挙実施の告示 ：選挙日の５０日以前 
３）立候補受付開始 ：選挙日の４０日前 
４）立候補受付締切 ：選挙日の３０日前 
５）選挙公報の告示 ：選挙日の１４日以前 
６）投票期間  ：選挙部を含む選挙日の

前１４日間 
７）開票日  ：選挙日から７日以内 
８）選挙結果の告示 ：開票日から７日以内 

（投 票） 

第８条 理事ならびに監事立候補者・推薦者が、定員以上

の場合には、届出のある選挙候補者について、正

会員の無記名投票を行なう。 

２ 理事は完全連記投票制、監事は単記投票制とす

る。 

３ 投票は、電磁的に実施することもできる。 

第４章 当選人の決定 

（開票作業） 

第９条 開票は、委員長の定めた日時および場所におい

て、開票立会人の立会のもと委員により実施す

る。 

（投票による当選人） 

第１０条 当選人は、それぞれが得た有効投票数の高得票順

に定める。 

２ 当選人を定める際に得票数が同じ場合は、開票作

業の終了後に開票立会人の立会の下、委員長がく

じで定める。 

（無投票による当選人） 

第１１条 立候補の締切日を経過するも、選挙候補者が定数

を超えないとき、または超えなくなったときは、

無投票で理事および監事の当選人を定めることが

できる。 

（当選候補者の辞退） 

第１２条 当選候補者が当選を辞退した場合は、次点者を繰

り上げて当選人とする。 

第５章 欠員の補充 

（候補者の補充） 

第１３条 立候補の締切日を経過するも、候補者数が定数に

満たないときは、理事会が定数内で候補者を総会

開催までに委員会に推薦できる。この場合も無投

票で当選人を定められる。 

（欠員の発生） 

第１４条 選挙から３ヶ月以内に欠員が生じたときは、次点

者を繰り上げて当選とする。 

２ 繰り上げ当選者により次点者がいなくなった場合

は、理事会が推薦したものを役員候補者とし総会

において選任することができる。 

第６章 異議の申立て 

（異議の申立て） 

第１５条 選挙に関する異議は、選挙結果告示後 14日以内

に委員会に文書をもって申し立てることができ

る。但しこの場合、会員番号、氏名を明記し捺印

しなければならない。 

第７章 立候補ならびに当選の取り消し 

（資格取り消し） 

第１６条 委員会は、立候補者が選挙公報など選挙に関わる

事項について、重大な虚偽の申告を行ったことが

明らかになった場合は、立候補または当選を取り

消すことができる。 

第８章 規程の細則および改廃 

（規程の細則） 

第１７条 本規程の施行に関し必要な事項は、理事会の議決

を経てこれを定める。 

（規程の改廃） 

第１８条 本規程の改廃は、理事会の審議を経て総会の決議
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を必要とする。 

付 則 

本規程は、代議員制度を規定する定款が承認された総会

開催日から、施行する。 

本規程の施行の日をもって、役員選出規程(平成３０年

制定)は廃止する。 
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会務分掌規程  

第１章 総 則 

（目 的） 

第１条 本規程は、一般社団法人東京都臨床工学技士会

（以下「本会」という。）の会務の適正かつ能率

的な運営をはかるため会務の分掌について必要な

事項を定める。 

（組織図） 

第２条 本会の組織図は、本規定に基づき定める。 

第２章 役 員 

（役員の任務） 

第３条 総会において選出された役員の任務は次のとおり

とする。 

１）会長は、会を代表し会務を統括する。 
２）副会長は、総務担当と教育担当を置いて

会長を補佐し、会長に支障あるときはそ

の職務を代行する。 
３）理事は、会長および副会長を含み、次条

各項に定める委員会に属しそれぞれの会

務を分担執行する。理事の全員をもって

理事会を構成する。 
４）監事は、総会の承認を得た事業計画およ

び会計資産の運用が円滑に行われている

か監査する。理事会に出席して意見を述

べることができる。 

第３章 委員会 

（委員会の構成） 

第４条 各委員会は、委員会・部会設置規程に基づき委員

長、副委員長および会務執行に必要な委員を置

く。 

（委員会および会務分掌） 

第５条 各委員会の名称および会務分掌は次のとおりとす

る。 

１ 学術委員会 

１）会員の研修に関すること 
２）講習会等の開催に関すること 
３）学術関連資料の収集、作成および保管に

関すること 
４）本会、および関連団体の学術大会に関す

ること 
５）専門部会の統括に関すること 
６）学術大会実行部会の統括に関すること 

２ 広報委員会 

１）ホームページの運営と企画に関すること 
２）広報に関すること 
３）事務所 PC の管理に関すること 
４）その他、PC、IT に関わること 
５）求職および求人に関すること 
６）編集部会の統括に関すること 

３ 渉外委員会 

１）都民の保健維持事業への対外協力、連携

に関すること 
２）一般市民が参集するイベントへの参加協

力に関すること 

３）社会福祉、保健維持への取り組み、啓発

に関すること 
４）関連団体との連絡交渉に関すること 
５）報道機関との連絡に関すること 
６）エキシビション企画部会の統括に関する

こと 
７）医工連携部会の統括に関すること 

４ 災害対策委員会 

１）関東合同災害情報訓練事業に関すること 
２）東京都透析医会・東京都区部災害透析医

療ネットワーク・三多摩腎疾患治療医会

事業との連携に関すること 
３）Tokyo DIEMAS運用の運用に関すること 
４）その他、災害対策に関すること 

５ 組織強化委員会 

１）組織の強化に関すること 
２）諸調査への協力に関すること 
３）他道府県技士会との連携に関すること  
４）東京都のブロック化とブロック運営に関

すること 
５）男女共同参画部会の統括に関すること  
６）Ｙ・ボード部会の統括に関すること 
７）福利厚生部会の統括に関すること 

６ 財務委員会 

１）予算の編成および執行管理に関すること 
２）会費の徴収に関すること 
３）広告費等の収入に関すること 
４）決算に関すること 
５）財産台帳の整備に関すること 

７ 倫理委員会 

１）関連法規の遵守に関すること 
２）利益相反(COI)に関すること 
３）個人情報の保護に関すること 
４）公平性に関すること 
５）調査委員会の総括に関すること 
６）倫理審査委員会の総括に関すること 
７）その他、倫理に関すること 

第４章 事務局 

（事務局） 

第６条 事務局は、会の運営を円滑に行うための事務なら

びに会長の指示した事項を処理するため事務局長

をおき、以下の業務を行なう。 

１）総務に関する業務 
(ａ) 公印の管理に関すること 

(ｂ) 規程の改廃に関すること 

(ｃ) 理事会の開催に関すること 

(ｄ) 文書の発送および収受に関するこ

と 

(ｅ) 重要文書の保管に関すること 

(ｆ) 本会主催事業の運営に関すること 

(ｇ) 事務所の管理に関すること 

２）庶務に関する業務 
(ａ) 会員の入退会に関すること 

(ｂ) 会の備品の管理に関すること 

(ｃ) 会員台帳の整備に関すること 

(ｄ) 会費の免除に関すること 

(ｅ) 会員の要望、苦情等の受付処理に

関すること 

(ｆ) 慶弔規程に関すること 

(ｇ) 個人情報の管理に関すること 
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３）その他,他の委員会に属さないこと 
(ａ) 規約検討ワーキンググループの総

括に関すること 

第５章 部 会 

（部会および会務分掌） 

第７条 各部会の名称および事務局の会務分掌は、次のと

おりとする。 

１ 専門部会 

学術委員会に属し、呼吸、代謝、循環、手

術、ME、安全対策に分かれ、次の会務

を分掌する。 
１）各専門分野の技能の研鑽に関すること 
２）各専門分野の学術的資質の向上に関する

こと 
３）各専門分野の調査研究および情報の提供

に関すること。 
４）各専門分野の業務に関わるセミナーの開

催 
２ 学術大会実行部会 

１）学術大会の企画に関すること 
２）学術大会の運営実行に関すること 
３）その他、学術大会に関すること 

３ 編集部会 

１）会誌の編集、発行に関すること 
２）会史の編纂に関すること 
３）会報、会告等に関すること 
４）資料等の配布に関すること 
５）広告等の掲載に関すること 
６）その他、編集に関すること 

４ 福利厚生部会 

１）各種調査、統計に関すること 
２）会員の親睦に関すること 
３）医療従事者研修部会の統括に関すること 
４）その他、福利厚生に関すること 

５ エキシビション企画部会 

１）エキシビション(展示会・展覧会など)へ
の出展協力に関すること 

２）エキシビションに併設して開催されるセ

ミナーに関すること 
６ 男女共同参画部会 

１）キャリアを継続できる職場環境の整備の

推進に関すること 
２）会員同士の親睦に関すること 
３）育児中の勉強会および学術集会への参加

の環境整備に関すること 
４）要望・相談窓口に関すること 

７ Ｙ・ボード部会 

１）新規会員の勧誘に関すること 
２）若年会員の親睦に関すること 
３）育成会員に関すること 

８ 医工連携部会 

１）医工連携セミナーに関すること 
２）臨産学クラスター研究会に関すること 
３）東京都医工連携HUB機構に関すること 
４）その他、医工連携に関すること 

第６章 その他の事業 

（その他の委員会及び部会） 

第８条 本規程の他に、選挙管理委員会及び学術大会実行

部会は別に定める規程による。 

（特定事業） 

第９条 会長は、短期間に特定の事業等を行う場合に期間

を定めてその特定事業を担当する理事を任命す

る。 

第７章 規程の改廃 

（規程の改廃） 

第１０条 本規程の改廃は、理事会の審議を経て総会の決議

による。 

附 則 

本規程は、平成３０年６月３日より施行する。 

本規程は、令和２年６月２１日より改訂し、施行する。 
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理事会運営規程  

第１章 総 則 

（目 的） 

第１条 本規程は、一般社団法人東京都臨床工学技士会

（以下「本会」という。）定款第５章に基づき、

本会の理事会の運営に関する基本的事項を定め

る。 

（適用範囲） 

第２条 理事会に関する事項は、法令または定款に別段の

定めがある場合を除き、本規程の定めるところに

よる。 

（構 成） 

第３条 理事会は、理事の全員をもって構成する。 

２ 監事は、理事会に出席して意見を述べることがで

きる。 

（種 類） 

第４条 理事会は、定例理事会と臨時理事会の２種類とす

る。 

２ 定例理事会は、毎年５回以上開催する。 

３ 臨時理事会は、必要ある場合に開催できる。 

第２章 招 集 

（招集権者） 

第５条 理事会は、法令に別段の定めがある場合を除き、

会長がこれを招集する。 

（招集の請求） 

第６条 理事は、理事現在数の２分の１以上をもって、理

事会の議題（会議の目的たる事項）を記載した書

面を招集権者に提出して、理事会の招集を請求で

きる。 

２ 招集の請求があった後１０日以内に、その請求の

日より３週間以内の日を会日とする理事会の招集

通知が発せられない場合は、招集を請求した理事

は、自ら理事会を招集できる。 

３ 監事が、理事の法令または定款に違反する行為に

ついて理事会に報告するため、書面を理事会の招

集権者に提出して理事会の招集を求める場合も、

前項と同様とする。 

（招集通知） 

第７条 理事会の招集通知は、会日より７日以前に各理

事、および監事に対して発する。ただし、緊急の

必要がある場合は、理事全員の同意を得てこの期

間を短縮できる。 

２ 理事会は、理事全員の同意がある場合は、招集手

続を経ないで開催できる。 

（議 案） 

第８条 理事会に付議する議案は、会長がこれを提出す

る。ただし、他の理事も、あらかじめ会長にその

趣旨を申し出ることにより、これを提出できる。 

２ 理事会は、招集通知に掲げられなかった議案につ

いても、特に支障のない限り、これを審議でき

る。 

（電磁的方法による通知および提出） 

第９条 第６条から第８条までの各項における書面および

通知の発行あるいは議案の提出は、電磁的方法

（電子情報処理組織を使用する方法その他の情報

通信の技術を利用する方法であって法務省令で定

めるものをいう。以下同じ。）をもって行なえ

る。 

第３章 議 事 

（議 長） 

第１０条 理事会の議長は、会長がこれにあたる。 

２ 会長に事故ある場合または特別の利害関係を有す

る場合は、会長が予め定めた順序により、理事が

これを代行する。 

（決議方法） 

第１１条 理事会の決議は、理事の過半数が出席し、その出

席理事の過半数をもって行う。 

２ 賛否同数の場合は、議長が決定する。 

（書面による意見の表明） 

第１２条 やむを得ない理由により理事会に出席できない理

事は、事前に書面をもって議長となるべき者に対

し、議案についての意見を表明できる。 

２ 事前の意見表明があった場合に議長は、理事会に

おける審議に際して、その内容を報告しなければ

ならない。 

（電磁的審議） 

第１３条 次の理事会の審議まで待てない事案が生じた場合

は、会長承認後に電磁的方法により議案を理事全

員に送付し審議ができる。 

（議事録） 

第１４条 理事会の決議については、議長が書面または電磁

的記録（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚

によっては認識することができない方式で作られ

る記録であって、電子計算機による情報処理の用

に供されるものとして法務省令で定めるものをい

う。）をもって議事録を作成し、出席した監事あ

るいは理事２名以上がこれに署名しなければなら

ない。ただし、署名は記名捺印をもって代えるこ

とができる。 

２ 前項で作成した議事録は、理事会の日（前条によ
り理事会の決議があったものとみなされた日を含
む。）から１０年間、事務局に保管する。 

第４章 権 限 

（権 限） 

第１５条 理事会は、本会の業務執行を決定し、理事の職務

の執行を監督する。 

（決議事項） 

第１６条 理事会が決議すべき事項は、次のとおりとする。 

１）法令に定める事項 
(ａ) 本会の業務執行の決定 

(ｂ) 社員総会の日時および場所ならび

に議事に付すべき事項の決定 

(ｃ) 重要な財産の処分および譲受け 

(ｄ) 多額の借り入れ 

(ｅ) 重要な使用人の選任・解任 

(ｆ) 事業計画書および収支予算書等の
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承認 

(ｇ) 事業報告および計算書類等の承認 

(ｈ) その他法令に定める事項 

２）定款に定める事項 
(ａ) 下記の規則の制定、変更および廃

止 

① 会員に関する規程 

② 委員会・部会に関する規程 

③ 個人情報管理規程 

④ その他必要な事項の規程 

(ｂ) 基本財産の維持、管理および処分

の決定 

(ｃ) 委員会の設置・運営に必要な事項

の決定 

(ｄ) その他定款に定める事項 

３）その他重要な業務執行に関する事項 
(ａ) 重要な事業外の契約の締結、解

除、変更 

(ｂ) 重要な事業外の争訟の処理 

(ｃ) その他理事会が必要と認める事項 

（報告事項） 

第１７条 会長ならびに業務執行理事は、毎事業年度に４箇

月を超える間隔で２回以上、自己の職務の執行状

況を理事会に報告しなければならない。 

２ 監事は、理事が不正の行為をし、若しくはその行

為をするおそれがあると認める場合、または法令

若しくは定款に違反する事実若しくは著しく不当

な事実があると認める場合は、これを理事会に報

告しなければならない。 

第５章 事務局 

（事務局） 

第１８条 理事会の事務局には、本会事務局長が当たる。 

第６章 規程の細則および改廃 

（規程の細則） 

第１９条 本規程に定めるもののほか、この規程の実施に必

要な事項は、理事会の決議により別に細則を定め

ることができる。 

（規程の改廃） 

第２０条 本規程の改廃は、理事会の審議を経て、総会の決

議を必要とする。 

附 則 

本規程は、平成３０年６月３日より施行する。 

本規程は、令和４年６月１９日より改訂し、施行する。 
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委員会・部会設置規程  

第１章 総 則 

（目 的） 

第 1条 本規程は、一般社団法人東京都臨床工学技士会

（以下「本会」という。）定款第３６条に基づき

委員会および部会の設置および廃止、ならびに運

営の基準を定める。 

第２章 設置および廃止 

（委員会の設置） 

第２条 委員会は、理事会が本会会務運営上必要と認める

場合常設できる。 

２ 特に必要がある場合は、当該委員会のための規程

を策定し、その定めに従う。 

（部会の設置） 

第３条 部会は、委員長が必要と認める場合理事会の承認

を得て委員会の下部組織として常設できる。 

２ 特に必要がある場合は、当該部会のための規程を

策定し、その定めに従う。 

３ 本規程における部会に関する規定は、本条以降の

各条表記の「理事会」を「委員会」、「委員会」を

「部会」、「委員長」を「部会長」、「副委員長」を

「副部会長」、「委員」を「部会員」にそれぞれ読

み替える。 

（委員会の改廃） 

第４条 委員会の設置､改廃ならびに委員長､副委員長､委

員､外部委員の任免は､理事会がこれを行う｡ 

第３章 構 成 

（名 称） 

第５条 委員会名は、その目的を冠して「◯◯委員会」と

称する。 

（機 能） 

第６条 委員会は、理事会の諮問事項について調査審議ま

たは立案してこれを答申する。 

（構 成） 

第７条 委員会は、委員長 1名ならびに委員若干名をもっ

て構成する。 

２ 委員長は、必要に応じて、副委員長を委員の中か

ら指名できる。 

３ 委員会の委員は、当該委員長の指名により、正会

員または名誉会員の中から選出し、理事会が委嘱

する。 

（委員長） 

第８条 委員長は、委員会の会務を総括し、委員会を代表

する。 

（副委員長） 

第９条 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故があ

る場合は委員長の職務を代行する。 

（委 員） 

第１０条 委員は、委員長の指示を受け、委員会の会務を処

理する。 

（外部委員） 

第１１条 委員長は、特別事項の調査審議および立案にあた

り、必要と認める場合は委員会に正会員以外の外

部委員をおける。 

（任 期） 

第１２条 委員の任期は、選任後２年以内に終了する事業年

度のうち最終のものに関する定時総会の終結の時

までとし、再任は妨げない。 

（名簿の設置） 

第１３条 委員長は、当該委員の名簿を次の時点で作成し、

原本を委員会で保管するとともにその謄本を理事

会に提出する。 

１）委員会設置 
２）構成員変更 
３）年度当初 

第４章 議 事 

（招 集） 

第１４条 委員会は、委員長が随時召集する。 

２ 会議は、委員(外部委員を含む)の過半数の出席を

もって開催する。 

（議 決） 

第１５条 委員会の議長は、委員長がこれにあたる。 

２ 委員会の議決は、出席した委員の過半数をもって

決する。なお、議長は委員として決議に加わる権

利を有しない。 

３ 可否同数の場合は、委員長がこれを決定する。 

（報 告） 

第１６条 委員会は、会議で付議された事項に関して報告書

を作成し、これを理事会に堤出しなければならな

い。 

２ 委員長は、年度末にその年度の委員会執行状況を

理事会に報告しなければならない。 

（議事録） 

第１７条 委員会の議事録は、委員長および書記が作成す

る。 

２ 委員長は、議事録が確定し次第、理事会に提出

し、審議概要を報告する。 

第５章 予算の計上と執行報告 

（予算の計上と執行報告） 

第１８条 委員長は、理事会に年度毎の事業に見合う予算案

を計上し、年度末に予算執行状況を報告する。 

第６章 規程の細則と改廃 

（細 則） 

第１９条 本規程に定めるもののほか、この規程の実施に必

要な事項は、理事会の決議により別に細則を定め

ることができる。 
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（規程の改廃） 

第２０条 本規程の改廃は、理事会の審議を経て、総会の決

議を必要とする。 

付 則 

本規程は、平成３０年６月３日より施行する。 
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慶弔規程  

第１章 総 則 

（目 的） 

第１条 本規程は、一般社団法人東京都臨床工学技士会が

その会員（以下「会員」という。）等の慶事、弔

事の対応する際に必要な事項を定めることを目的

とする。 

（対 象） 

第２条 本規程の対象者は、正会員、名誉会員、特別会

員、本会が関連する団体ならびに個人とする。 

第２章 慶弔への対応 

（慶事への対応） 

第３条 前条の規定による対象者の慶事あるいは祝賀行事

に本会が招待された場合の対応は、以下のとおり

と定める。ただし、対象者の辞退があればこれを

妨げない。 

１）叙勲・表彰には、祝電を発信する。 
２）祝賀行事には、原則として祝い金一万円

をおくる。招待された場合、相応の金品

で慶祝する。 
３）その他の慶事には、前項を参考に理事会

で審議のうえ対応する。 

（弔事への対応） 

第４条 第２条の規定による対象者の弔事に際して、以下

のとおりと定める。 

１）訃報には、連絡を受けた時点で弔電を以

て弔意とする。 
２）傷病により、３カ月を超える休業療養を

要するものと認められた場合は五千円を

おくる。 

（その他への対応） 

第５条 本規程第２条の規定による対象者以外の慶事・弔

事には、前項を参考に、理事会にて審議のうえ対

応する。 

第３章 届 出 

（届出者） 

第６条 慶事に関する届出者は、対象者本人あるいは本人

代理の会員とする。 

２ 弔事に関する届出者は、対象者親族あるいは会

員、その事実を知り得た関係者とする。なお、関

係者とは対象者の職場の上司・同僚および友人等

をいう。 

（届出の方法） 

第７条 対象者が本規程の定めるところの慶事または弔事

に該当する場合、届出者は、事由発生の日から１

ヶ月以内に所定の様式あるいは口頭により事務局

に届け出る。 

２ 事由なく申請がない場合は、受給権利を放棄した

ものとみなす。 

第４章 規程の細則および改廃 

（細 則） 

第８条 本規程に定めるもののほか本規程の施行に必要な

事項は、理事会の決議により細則を別に定めるこ

とができる。 

（規程の改廃） 

第９条 本規程の改廃は、理事会の審議を経て、総会の決

議を必要とする。 

付 則 

本規程は、平成２４年４月１日より施行する。 

本規程は、平成３０年６月３日より改訂し、施行する。 
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財務規程  

第１章 総 則 

（目 的） 

第１条 本規程は、一般社団法人東京都臨床工学技士会

（以下「本会」という。）の財務処理に関する基

準を定め、もって本会の財政状態ならびに運営状

況を明らかにすることを目的とする。 

（会計年度） 

第２条 会計年度は、本会定款で定める事業年度に従い毎

年４月１日に始まり翌年３月３１日に終わる。 

第２章 帳簿組織 

（会計帳簿） 

第３条 会計帳簿は、これを主要簿および補助簿とし、次

のとおりとする。 

１）主要簿 
(ａ) 仕訳帳 

(ｂ) 総勘定元帳 

２）補助簿 
(ａ) 現金出納帳 

(ｂ) 預金出納帳 

(ｃ) 予算差引簿 

(ｄ) 会費台帳 

(ｅ) 資産台帳 

２ 仕訳帳は、会計伝票をもってこれにかえることが

できる。 

（会計伝票） 

第４条 会計伝票は、次のとおりとする。 

１）入金伝票 
２）出金伝票 
３）振替伝票 

（帳簿書類の保存および処分） 

第５条 会計に関する帳簿、伝票および書類の保存期間

は、次のとおりとする。 

１）予算書類、決算書類： 永年 
２）会計帳簿 
(ａ) 仕訳帳：  １０年 

(ｂ) 総勘定元帳： １０年 

(ｃ) 現金出納帳： １０年 

(ｄ) 預金出納帳： １０年 

(ｅ) 予算差引簿： １０年 

(ｆ) 会費台帳： １０年 

(ｇ) 資産台帳： 永年 

３）計算書類 
(ａ) 収支計算書： １０年 

(ｂ) 貸借対照表： １０年 

(ｃ) 財産目録： １０年 

３）会計伝票および証憑書類： ７年 
４）その他の会計書類： ５年 

２ 前項の保存期間は、帳簿等の属する年度の翌年度

の４月１日から起算する。 

（帳簿の照合） 

第６条 財務担当理事は、毎月末日における補助簿の金額

と総勘定元帳の関係科目の金額を照合の上、総勘

定元帳に確認の押印をする。 

（帳簿の更新） 

第７条 帳簿は、原則として会計年度毎に更新するものと

する。ただし、資産台帳、会費台帳はこの限りで

ない。 

第３章 予 算 

（予算期間） 

第８条 予算期間は、第２条に定める会計年度と同じとす

る。 

（予算の基本方針） 

第９条 予算の基本方針は、理事会がこれを決定する。 

（予算の編成および成立） 

第１０条 担当理事は担当部門の事業計画案ならびに予算原

案を１２月定例理事会に提案し説明しなければな

らない。 

２ 財務担当理事は、前項の提案について会長の指示

に基づき調整し予算案を作成する。 

３ 前項により作成された事業計画ならびに予算案

は、理事会の承認を経たのち総会で報告するもの

とする。 

４ 第２項で作成した書類については、当該事業年度

が終了するまでの間事務局に備え置き、一般の閲

覧に供する。 

５ 前項の書類は、電磁的記録をもって作成すること

ができ、電磁的方法により一般の閲覧に供するこ

ともできる。 

（予算の執行） 

第１１条 各担当理事は、常に予算額を把握し適正な執行に

努めなければならない。 

２ 会長は、予算執行の全般について適正な管理をし

なければならない。 

３ 予算に定められた金額は、定められた目的以外に

使用、または流用してはならない。ただし、やむ

を得ない事由により各項の流用を必要とする場合

は、財務担当理事と協議の上、会長の承認を得な

ければならない。 

（予備費） 

第１２条 予測しがたい予算の不足を補うため、予備費を予

算に計上する。 

２ 予備費を使用しなければならない事態が生じた場

合は、会長の承認を得なければならない。 

４章 金銭会計 

（金銭の範囲） 

第１５条 本規程で金銭とは、現金および預貯金をいう。 

２ 金銭の保管および出納は事務局員がこれを行う。 

３ 現金とは、通貨のほか小切手、その他随時に通貨

と引き替えることができる証書をいう。 

４ 預貯金とは、当座預金、普通預金、定期貯金、金

銭信託等をいう。 

５ 手形および有価証券は、金銭に準じて扱う。 

（収納金の処置） 

第１６条 収納した金銭は、財務担当理事の指示に従いすみ

やかにこれを銀行に預け入れ、支出に充ててはな

らない。 
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（領収書の発行） 

第１７条 会費の収納に際し現金書留および銀行または郵便

局に振込まれた金銭に対しては原則として領収書

を発行しない。 

２ 前項の会費を現金にて収納する場合には領収書を

発行する。 

３ 第１項の規定にかかわらず領収書の発行を求めら

れた場合は、この限りではない。 

４ 本会員以外のところから金銭を収納した場合は、

すべて領収書を発行する。 

５ 領収書の発行は本会名とし、事務局員が本会公印

を押印し発行する。 

６ 領収書用の公印は、事務局員がこれを保管する。 

（支払事務） 

第１８条 金銭の支払いは、請求書および証憑書類に基づき

その使途が明確なものについて行う。 

（支払期日） 

第１９条 金銭の支払いは、原則として毎月 25 日とし、そ

の月の２０日までに請求書の提出があったものに

ついてのみ支払うものとする。ただし、随時払い

の必要があるもの、または契約による定期払いの

ものについてはこの限りではない。 

２ 前項で２５日が土曜にあたる場合はその翌々日、

休祭日にあたる場合はその翌日とする。 

（領収書の徴収） 

第２０条 金銭を支払った場合は、受取人の領収書を徴収し

なければならない。 

２ 振込方式により支払いを行った場合は、取扱銀行

の領収書をもって支払い先の領収書に代えること

ができる。 

３ 領収書の徴収が困難なものについては、各担当理

事の支払い証明書をもってこれに代えることがで

きる。 

（手持現金） 

第２１条 事務局に、日々の現金払いにあてるため手持ち現

金をおくことができる。 

（支払の決裁） 

第２２条 支払の決済は、財務担当理事の指示に従い事務局

員がこれを行う。 

（金銭の前渡し） 

第２３条 会の運営にあたり次に掲げるものについては、そ

の担当者に金銭の前渡しができる。 

１）渉外に要する経費 
２）講習会等、現地において支払う経費 
３）慶弔規程に基づき支払う経費 
４）その他会長が特に必要と認めた経費 

２ 前項によって支出したものについて、当該担当者

は、速やかに精算しければならない。 

（有高の照合） 

第２４条 事務局員は、毎月末に現金および預金の出納終了

後、出納帳の現金および預金残高と事務局員の手

持ち現金残高および預金通帳を照合し、適正な場

合は出納帳に押印し、会長および財務担当理事の

承認を得なければならない。 

（毎月の集計） 

第２５条 事務局員は、毎月、翌月の７日までに合計残高試

算表およびその他の付属書類を作成して会長およ

び財務担当理事の承認を受けなければならない。 

（臨時措置） 

第２６条 この章に定めのない金銭会計上の措置について

は、財務担当理事の指示によりこれを行う。 

第５章 決 算 

（決算期間） 

第２７条 決算期間は、第２条に規定する会計年度と同じと

する。 

（決算書類） 

第２８条 決算書類は、定款第４１条に基づき、以下に掲げ

るものとする。 

１）事業報告 
２）事業報告の附属明細書 
３）貸借対照表 
４）損益計算書（正味財産増減計算書） 
５）貸借対照表および損益計算書（正味財産

増減計算書）の附属明細書 
６）財産目録 

２ 財務担当理事および総務担当理事は、事務局員と

協力して前項の書類を作成し、会長に提出しなけ

ればならない。 

３ 前項の書類のほか、次の書類を事務所に５年間備

え置き、一般の閲覧に供するとともに、定款、会

員名簿も事務所に備え置き、一般の閲覧に供す

る。 

１）監査報告 
２）理事および監事の名簿 
３）理事および監事の報酬等の支給基準を記

載した書類 
４）運営組織および事業活動の状況の概要お

よびこれらに関する数値のうち重要なも

のを記載した書類 
５ 本条の書類は、電磁的記録をもって作成すること

ができ、電磁的方法により一般の閲覧に供するこ

ともできる。 

（会計監査） 

第２９条 会計監査は、本規程第２条に基づき、年度終りか

ら一カ月以内に受ける。 

２ 会計監査の受検者は、会長、財務担当理事ならび

に事務局員とする。 

３ 会計監査報告書の保存期間は、５年を原則とす

る。 

第６章 資金会計 

（金融機関との取引） 

第３０条 銀行、その他の金融機関との取引を開始または廃

止する場合は、会長の承認を得なければならな

い。 

２ 金融機関との取引は、会長名をもって行う。 

（資金の借入れ） 

第３１条 資金の一時的な不足を調整するために、借入金 

限度額の範囲において資金の借入れをすることが

できる。 

２ 前項の資金は、原則として借入れ年度内に返済す
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るものとする。 

（資産の範囲） 

第３２条 資産は、固定資産および物品とする。 

１）固定資産とは、減価償却資産で耐用年数

が１年以上か、または取得価格が１０万

円以上のもので次に掲げるものをいう。 
(ａ) 建 物 

(ｂ) 構築物 

(ｃ) 機器および備品 

２）物品とは、消耗品および耐用年数が１年

以上でかつ１０万円未満の什器、備品を

いう。 

（資産の購入） 

第３３条 固定資産の購入は、見積書をとり会長の承認を受

けなければならない。 

２ 物品の購入は、財務担当理事の承認を受けなけれ

ばならない。 

（資産の管理責任者） 

第３４条 固定資産の管理責任者は、会長とする。 

２ 固定資産の管理運営は、総務担当理事とする。 

３ 物品の管理責任者は、事務局員とする。 

（実地棚卸し） 

第３５条 資産の管理責任者は、決算時に資産の現状につき

調査し資産台帳と照合しなければならない。 

（資産の改良、売却、廃棄） 

第３６条 固定資産および物品の大口のものの改良、売却、

廃棄については、理事会の承認を受けなければな

らない。 

２ 小口のものについては、庶務担当理事の承認を受

けなければならない。 

第７章 規程の細則および改廃 

（規程の細則） 

第３７条 本規程に定めるもののほか本規程の施行に必要な

事項は、理事会の決議により細則を別に定めるこ

とができる。 

（規程の改廃） 

第３８条 本規程の改廃は、理事会の審議を経て、総会の決

議を必要とする。 

附 則 

本規程は、平成３０年６月３日より施行する。 
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報酬・旅費規程  

第１章 総 則 

 (目 的)  

第１条 本規程は､一般社団法人東京都臨床工学技士会

（以下「本会」という。）の役員、委員、部会員

および会長による特段の命により会務に従事する

者に支給する給与、旅費ならびに交通費につい

て､必要な事項を定める｡  

第２章 定 義 

（役員および委員、部会員） 

第２条 本規程において役員とは、本会定款第２２条に基

づく役員をいう。 

２ 本規程において委員とは、委員会・部会設置規程

に基づく委員および役員選出規程第２章に定める

選挙管理委員会の委員をいう｡ 

３ 本規程において部会員とは、委員会・部会設置規

程に基づく部会員および学術大会運営規程第３条

に定める学術大会実行部会の部会員をいう｡ 

（旅 費） 

第３条 本規程において旅費とは、交通費（鉄道、航空、

船、バス、タクシー等の運賃および料金）、宿泊

費、食費、および行動費をいう。 

第３章 報酬および給与 

（報 酬）  

第４条 本会の役員および委員、部会員は、無報酬とす

る｡ 

（給 与）  

第５条 職員の給料は、就業時間１時間につき理事会で決

定した時間給として、毎月２１日起算、翌２０日

締めで２５日に支給する｡  

２  １カ年以上勤続し、且つ勤務成績良好な職員に

は、理事会の議決を経て前項の給料に一定の金額

を加算して支給できる｡  

３ 臨時の雇用者に対しては、第１項の時間当たり給

与額に実務時間数を乗じて得た額を支給する｡  

第４章 旅費および交通費の支給 

（旅 費）  

第６条 会務のため出張する者に対しては、旅費を支給す

る｡  

２ 前項の旅費は、第７条から第１２条に従って計算

した額の実費とする｡ただし止むを得ない事由に

より経路または方法に変更を余儀なくされた場合

は、会長の 決裁を経て必要な金額を加算して支

給できる｡  

（交通費） 

第７条 本規程において交通費とは、目的地（会場等）ま

での最も経済的（金額的、時間的、健康的等）な

方法により計算する。 

２ 一等料金、グリーン料金、寝台料金および、これ

らに準ずる特別料金は、支給しない。 

３ 鉄道急行料金および同特別急行料金（新幹線を含

む）は、支給できる。 

４ 航空賃は、次の各号の一つに該当する場合は支給

できる。 

１）緊急を要する場合 
２）航空機の利用によって、本来宿泊すべき

行動の宿泊費が不要である場合 
３）航空機の利用によって、鉄道料金より安

価となる場合 
４）他に手段がない場合 

５ 座席指定料金は、支給できる。 

６ タクシー料金は、次の各号の一つに該当し、領収

書の添付がある場合に限り、支給できる。 

１）鉄道、路線バス等の運行時間外あるい

は、これらの利用が困難な場合 
２）緊急を要し、鉄道等に比べ時間が短縮で

きる場合 
３）会務に必要な多量の携行物品を所持して

いる場合 
４）複数人の利用などにより、経済性が認め

られる場合 

（役員の交通費） 

第８条 役員ならびに委員、部会員の常務のために要する

交通費の支給額は、公共の交通機関の通常利用の

往復運賃とする｡  

２ 理事会もしくは委員会ならびに部会が正午または

午後８時以後に及ぶ場合は、前項の交通費に食費

を加算して支給できる｡  

（職員の交通費） 

第９条 職員の通勤に要する交通費は、公共の交通機関の

通常利用の往復運賃に出勤日数を乗じて得た金額

とし給料と同時に支給する｡  

２ 臨時の雇用者に対しては、前項の往復運賃を支給

する｡  

（宿泊費）  

第１０条 会務のため宿泊する者に対しては、宿泊費を支給

する｡  

２ 前項の宿泊費は、有料宿泊施設に宿泊する場合、

一泊につき１２，０００円（税、サービス料を含

む）以内の実費とし、請求にあたっては領収書を

添付する。 

３ 前々項の宿泊費に朝食費が含まれない場合は、朝

食費として一泊につき一律１，２００円（税、サ

ービス料を含む）を支給できる。 

（宿泊費の制限） 

第１１条 午後１１時までに帰着できる場合は、原則として

宿泊は認めない。 

（行動費） 

第１２条 行動費は、会務に対する日当として支給できる。 

２ 支給額は、会務に要した時間が４時間未満の場合

は５，０００円とし、それ以上は１０，０００円

とする。 

第５章 請求手続および制限 

（請求手続） 

第１３条 行動者は、所定の旅費精算書（書式１）に必要事

項を記入し、旅費の種類別（第３条による）に記

入し、その合計額を請求する。 
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２ 行動者は、原則として行動終了後速やかに旅費を

請求する。 

３ 旅費が多額になる場合は、事前にその一部あるい

は、乗車券等の現物の請求できる。 

（行動報告） 

第１４条 行動者は、行動終了後速やかに所定の報告書を提

出しなければならない。ただし、会議等の場合

は、その議事録をもってこれに代えることができ

る。 

（旅費の制限） 

第１５条 行動終了後原則として１ヶ月以上連絡がなく、所

定の旅費請求手続きがなされない場合は、旅費を

支給しないことができる。 

２ 本会以外から旅費等の支給が得られる場合は、旅

費は支給しない。 

（その他） 

第１６条 本規程により処理できない場合は、理事会の議決

により、特例として処理する。 

第６章 規程の細則および改廃 

（細 則） 

第１７条 本規程に定めるもののほか本規程の施行に必要な

事項は、理事会の決議により細則を別に定める。 

（規程の改廃） 

第１８条 本規程の改廃は、理事会の審議を経て総会の決議

をもって行う。 

 

附 則 

本規程は、平成３０年６月３日より施行する。 
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講師等謝礼規程  

第１章 総 則 

（目 的） 

第１条 本規程は、一般社団法人東京都臨床工学技士会

（以下「本会」という。）会員および東京都内の

臨床工学技士に対し、臨床工学技術の向上発達な

らびに医療機器の安全確保および職業倫理の高揚

を目的として本会が開催する研修会・講演会につ

き講師に謝礼ならびに本会が同目的で発行する会

誌等の執筆料を支払う場合に必要な事項を定め

る。 

第２章 謝礼および旅費 

（謝 礼） 

第２条 講師謝礼ならびに執筆料の金額等の詳細は、理事

会で別に定める。 

（宿泊費および交通費） 

第３条 講師の宿泊費および交通費は、謝礼とは別途に講

師の往復の路程にかかる実費相当額を支払う。 

２ 講師の宿泊費および交通費については、本会以外

から支給される場合、支給しない。 

第３章 手続き 

（支給方法） 

第４条 研修会・講演会の講師に対する謝礼および旅費の

支給は、該当研修会・講演会終了後とする。 

２ 支給方法は、現金または当該講師の指定する口座

に振り込む方法により支給する。 

３ 支給対象者が固辞した場合は、支給しない。 

（会計処理） 

第５条 会計処理は、以下により行う。 

１）専門部会による研修会は、当該専門部会

により会計処理を行い、本会に提出す

る。 
２）その他については、全て本会会計処理

（講師料、参加費含む）とする。 

第４章 規程の細則および改廃 

（細 則） 

第６条 本規程に定めるもののほか本規程の施行に必要な

事項は、理事会の決議により細則を別に定める。 

（規程の改廃） 

第７条 本規程の改廃は、理事会の審議を経て、総会の議

決による。 

附 則 

本規程は、平成３０年６月３日より施行する。 
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公印規程  

第１章 総 則 

（目 的） 

第１条 本規程は、一般社団法人東京都臨床工学技士会の

公式印章（以下「公印」という。）の保管、使

用、その他公印に関して必要な事項を定めること

を目的とする。 

（公印の名称等） 

第２条 公印の名称、寸法、ひな型、使用区分および管理

者は、別に定める。 

（公式名称等） 

第３条 公印に使用する本会の公式名称は、「一般社団法

人東京都臨床工学技士会」とする。 

２ 公印に使用する英語標記による本会の公式名称

は、「Tokyo metropolis Association of 

Clinical Engineers(略称 TmACE)」とする。 

３ 公印に使用する本会の略称は、「東京都臨床工学

技士会」ならびに「都臨工」とする。 

第２章 公印の取扱 

（公印の管理者） 

第４条 公印の管理者（以下「管理者」という。）は、公

印使用の責任を負う。 

２ 管理者は、公印を常に堅固な容器に納め鍵を施す

等の方法により、保管しなければならない。 

（取扱の担当者） 

第５条 管理者は、必要があると認める場合は、公印取り

扱の担当者を定め、公印の保管、使用その他関係

事務を処理させることができる。 

（公印の使用） 

第６条 管理者は、公印の押印を求められた場合は、押印

する文書と決裁文書の提示を求め、照合の結果、

公印を押印することが適当と認められた場合は、

当該決裁文書の余白に「公印使用」と記載し、当

該文書に明瞭かつ正確に押印しなければならな

い。ただし、管理者の承認を得たものについて

は、「公印使用」の記載および認印を省略するこ

とができる。 

２ 管理者は、公印の押印について、やむを得ない理

由がある場合は、当該公印の押印を求めた者に、

これを補助させることができる。 

３ 公印を使用した者は、細則に定める手続きを必要

とする。 

（印影の印刷） 

第７条 公印の印影またはその縮小したものを印刷しよう

とする場合は、管理者に合議しなければならな

い。 

第３章 公印の改廃等 

（公印の事故届け） 

第８条 管理者は、公印に関し盗難その他の事故が生じた

場合は、事務局長に届けなければならない。 

（公印の新調、改刻または廃止） 

第９条 管理者は、公印を新調、改刻または廃止する必要

があると認めた場合は、事務局長に申請しなけれ

ばならない。 

２ 公印を廃止（改刻による廃止を含む）した場合

は、管理者は、不要となった旧公印を事務局長に

引き継がなければならない。 

第４章 公印の管理 

（公印台帳） 

第１０条 事務局長は、公印台帳を備え、公印の新調、改刻

または廃止のあった都度、必要な事項を記載し、

整理しておかなければならない。 

（公印の保管等の調査） 

第１１条 事務局長は、必要があると認めた場合は、公印の

保管、使用その他公印に関し、調査することがで

きる。 

第３章 規程の細則および改廃 

（細 則） 

第１２条 本規程に定めるもののほか本規程の施行に必要な

事項は、理事会の決議により細則を別に定める。 

（規程の改廃等） 

第１３条 本規程の改廃は、理事会の審議を経て、総会の決

議を必要とする。 

附 則 

本規程は、平成３０年６月３日より施行する。 
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文書保存規程  

第１章 総 則 

（目 的） 

第１条 本規程は、一般社団法人東京都臨床工学技士会

（以下「本会」という。）における事務能率の向

上と円滑化を図るため、本会における文書の整理

保存方法を定める。 

（文書の定義） 

第２条 本会における処理済みの文書および簿冊（以下

「文書」という。）で、２年以上の保存を要する

ものは、特に定めるもののほか、本規程により事

務局において整理・保存する。 

２ 前項の文書には、電磁的記録（電子的方式、磁気

的方式その他人の知覚によっては認識することが

できない方式で作られる記録であって、電子計算

機による情報処理の用に供されるものとして法務

省令で定めるものをいう。以下同じ。）をもって

作成したものおよび既存の文書を電磁的方法（電

子情報処理組織を使用する方法その他の情報通信

の技術を利用する方法であって法務省令で定める

ものをいう。）により電子的媒体に保管できるよ

うにしたものを含む。 

（文書の整理区分） 

第３条 文書の整理区分は、次のとおりとする。 

１）機密文書は、理事会の決議により指定す

る以下のものをいう。該当する各文書に

は、そのことを標記する。 
(ａ) 極 秘：重要事項で機密に属する

もの 

(ｂ) 会外秘：本会外に漏らすことを禁

ずるもの 

(ｃ) 親 展：本会外に発する文書で、

前記各号に含まれるもの 

２）重要文書は、官公庁からの文書等で前号

以外のものをいう。 
３）普通文書は、前各号以外の一般文書をい

う。 

第２章 保存手順 

（保存場所の取扱） 

第４条 文書を保存するための場所は、事務局長が管理す

る。 

２ 各委員会での保存を必要とする文書は、当該委員

会で整理・保存できる。 

（文書保存の体系） 

第５条 文書は、各委員会において整理区分ごとに分類す

る。 

２ 保存する文書は、文書台帳に文書題名、整理区

分、保存期間、廃棄処分の有無、守秘の取り扱い

の有無、保存場所等を登録する。 

３ 文書台帳は、電磁的記録をもって作成できる。 

（保存の期間） 

第６条 文書の保存期間は、別に定める。 

２ 文書の保存期間は、その文書の処理が完結した年

度から起算する。 

第３章 保存文書 

（編集の方法） 

第７条 文書は、原則として文書番号順または完結日付順

に編集する。 

２ 電磁的記録をもって作成したものおよび既存の文

書を電磁的方法によりにより電子的媒体に保管で

きるようにしたものは、改竄に配慮した方式に変

換する。 

（機密文書の扱い） 

第８条 「極秘」に区分された機密文書は、法令に規定さ

れた場合を除き閲覧を許可しない。 

２ 「会外秘」あるいは「親展」に区分された機密文

書は、本会外への閲覧を禁じる。前項の文書を含

む場合は、これに従う。 

（文書保存の場所） 

第９条 編集を完了した文書は、文書棚の所定の箇所に委

員会ごとに区分して保存する。ただし、機密文書

に区分されたものは、施錠でさる場所に保存す

る。 

２ 保存文書は、特に主管部門に備えつけを必要とす

る場合の他は、事務局に保管を移管する。 

第４章 保存文書の閲覧 

（閲覧の手続き） 

第１０条 会員および役員が文書を閲覧する場合は、必要な

手続きを経るものとし、無断で閲覧できない。 

（部外者の閲覧） 

第１１条 会員でない者が所定の手続きを経て文書の閲覧を

求めた場合は、事務局長の許可を要する。 

（閲覧の場所） 

第１２条 機密文書および理事会で別に定めた重要文書は、

定められた場所内で閲覧し、複写してはならな

い。 

（閲覧文書の取り扱い） 

第１３条 閲覧した文書は、丁寧に取り扱うこと。これを転

貸、抜き取り、取り替えまたは訂正してはならな

い。 

第５章 文書の廃棄および亡失・毀損 

（文書の廃棄） 

第１４条 文書の保存期間が満了した場合は、事務局長が各

委員長と保存期間の更新または変更等を協議し、

不要と認めたものは廃棄処分する。 

２ 守秘の取り扱いをした文書の処分には、事務局長

または各委員長が立ち合う。 

３ 廃棄処分をした文書については、文書台帳にその

旨を明示する。 

（文書の亡失毀損） 

第１５条 閲覧中の文書を亡失した場合は、直ちにそのこと

を事務局長に届け出なければならない。 

２ 文書を毀損した場合は、その事由を事務局長に届

け出なければならない。 
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第６章 規程の細則および改廃 

（細 則） 

第１６条 本規程に定めるもののほか本規程の施行に必要な

事項は、理事会の決議により細則を別に定める。 

（規程の改廃等） 

第１７条 本規程の改廃は、理事会の審議を経て、総会の決

議を必要とする。 

附 則 

本規程は、平成３０年６月３日より施行する。 
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倫理綱領遵守違反取扱規程  

第１章 総 則 

（倫理綱領） 

第１条 一般社団法人東京都臨床工学技士会（以下「本

会」という。）は、「倫理綱領」を定め、本会の社

会に対する存続の意義と姿勢を示し、社会への責

務や貢献の基本を述べ、本会ならびに会員等が逸

脱することなくそれに邁進することを誓約する。 

（目 的） 

第２条 本規程は、前条の基本理念の下、本会ならびに会

員等が遵守すべきことを具体的に定め、それに反

する疑いが発生した際の取扱等を定める。 

第２章 違反行為とその対処 

（違反行為の分類） 

第３条 倫理に反する行為は、法令違反と不正行為に分類

する。（以下この両者を合わせて「不正行為等」

という。） 

（法令違反への対処） 

第４条 法律ならびに関係法令の遵守は基本であり、会

員、本会ならびに本会の組織等がそれに違反する

疑いが発生した場合には、法律ならびに関係法令

に基づき対処する。 

（不正行為への対処） 

第５条 本会の活動において、盗用、改ざん、捏造ならび

に著作権侵害等の不正行為に係る疑いが生じた時

は本規程に基づき対処する。 

（疑いの報告義務） 

第６条 倫理委員会は、倫理綱領の遵守状況を監視し、そ

の違反の疑いが発生した時には、速やかにその状

況について担当理事に報告する。 

２ 会員等は、前条あるいは前々条の疑いが発生した

時には、速やかにその状況について事務局を通じ

て担当理事に報告しなければならない。 

３ 担当理事は、特段の事情が無い場合、総務担当副

会長がこれに当たる。また、総務担当副会長は、

倫理委員会の委員長を兼務する。 

第３章 調査委員会 

（調査委員会の設置） 

第７条 担当理事は、前条の報告を受けた時は、会長に経

緯を報告するとともに、速やかに調査委員会を設

置し、その事実を把握し、結果を会長に報告しな

ければならない。 

（調査委員会の構成） 

第８条 調査委員会は、担当理事を委員長とし、委員を理

事の中から２名以上推薦し、会長の許可を得て調

査する。 

２ 委員には、必要に応じて理事以外の本会関係者な

らびに外部委員を加えることができる。また、調

査方法等にアドバイスが必要な場合には、弁護士

等に意見を求めることができる。 

３ 調査委員会の構成員の任期は、当該調査委員会の

解散までとする。 

（調査委員会の解散および設置省略） 

第９条 会長は、担当理事から調査結果の報告を吟味し、

調査委員会に再調査あるいは解散を指示できる。 

２ 担当理事は、調査するまでも無く事実が明らかで

ある場合、調査委員会を省略して確認した事実を

会長に報告できる。 

第４章 倫理審査委員会 

（倫理審査委員会の設置） 

第１０条 会長は、調査委員会から報告を受けた場合、倫理

審査委員会を設置し、不正行為等に対する本会の

対応の協議を求める。 

（倫理審査委員会の構成） 

第１１条 倫理審査委員会は、調査委員会委員長とは別の副

会長を委員長とし、理事より２名以上の委員を推

薦し、会長の許可を得て構成する。 

２ 委員には、必要に応じて理事以外の本会関係者を

加えることができる。また、アドバイスが必要な

場合には弁護士等に意見を求めることができる。 

３ 倫理審査委員会の構成員の任期は、当該処分の確

定後までとする。 

（倫理審査委員会の業務） 

第１２条 倫理審査委員会は、不正行為等の社会に与える影

響の大きさ、社会通念、学協会等における処分の

程度の状況等に照らして、処分案を定める。委員

長はこれを会長に報告するとともに、理事会で報

告説明を行わなければならない。 

（倫理審査委員会設置の省略） 

第１３条 会長の判断により、本会定款その他本会が定めた

規則や過去の事例に基づき対応内容が明確である

場合には、倫理審査委員会の開催を省略できる。 

第５章 処 分 

（処分の種類） 

第１４条 処分の種類は、次のものとする。 

１）定款の定めによる除名 
２）役職解任 
３）会員資格停止（有期、会費は納入義務あ

り） 
４）注 意 
５）その他倫理委員会が定めるもの 

（通 達） 

第１５条 会長は、理事会にて不正行為等に対する本会の措

置が決定した場合には、直ちに文書にてその内容

を本人に通知するとともに、必要な手続きを行う

よう関係各所に通知する。 

第６章 異議申立てと再審査 

（異議の申立て） 

第１６条 不正行為等の疑いの当事者は、前条の通達を受領

後１５日以内に理事会に書面をもって異議を申し

立てることができる。 

（再審査） 
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第１７条 異議申し立てを受けた場合には、第４章の倫理審

査委員会にて再度審議し、以降同章と同じ手続き

を行う。また、異議申し立てに関連して、必要に

応じて倫理審査委員会に新たな委員を追加でき

る。 

２ 前項の再審査は、１回のみとする。 

第７章 関係者の保護 

（当事者ならびに通知者の保護） 

第１８条 当事者に不正行為等が無かったと判断される場合

には、その名誉回復に多大の配慮を行わなければ

ならない。 

２ また、通知者に関しても通知行為をはじめ一切の

行為は保護され外部に漏らしてはならない。 

（守秘義務） 

第１９条 調査委員会および倫理審査委員会の委員をはじ

め、本規程の手続きに関係するすべての者は、知

り得たすべてのことを処分確定後といえども口外

してはならない。 

（役割担当の変更） 

第２０条 第６条および第３章、第４章の役割担当が不正行

為等の疑いの当事者である場合は、副会長、執行

理事、理事の順に役割の担当を変更してこれに臨

む。 

第８章 規程の改廃 

（改 廃） 

第２１条 本規程の改廃は、理事会の審議を経て、総会の決

議を必要とする。 

附 則 

本規程は平成３０年６月３日より施行する。 
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個人情報管理規程  

第１章 総 則 

（目 的） 

第１条 本規程は、「個人情報の保護に関する法律（平成

１５年法律第５７号、以下「法」という。）」第２

０条の規定に基づき、一般社団法人東京都臨床工

学技士会（以下「本会」という。）の取り扱う個

人情報の安全管理のために必要かつ適切な措置に

ついて定め、その取り扱う個人データの漏洩、滅

失または破損を防止し、安全管理のために必要か

つ適切な措置を図ることを目的とする。 

（適用範囲） 

第２条 本規程は、本会の役員および委員、部会員、事務

員を含め会務に従事する者（以下「従業者」とい

う。）に対して適用する。また、個人情報を取り

扱う業者を外部委託する場合の委託先に対しても

適用する。 

（定 義） 

第３条 本規程において、「個人情報」とは、法第２条に

規定する個人情報をいう。学術研究などにおいて

死者に関する情報が同時に遺族等の生存する個人

に関する情報である場合には、当該生存する個人

に関する情報とし、「個人情報」に含まれる。 

２ 本規程において、「保有する個人情報」とは、法

第２条の保有する個人情報のうち、本会が保有し

ているものをいう。 

３ 本規程において、「情報システム」とは、ハード

ウエア、ソフトウエア、ネットワークおよび記録

媒体で構成されるものであって、これら全体で業

務処理を行うものをいう。 

４ 本規程において、「要配慮個人情報」とは、本人

の人種、信条、社会的身分、病歴、犯罪の経歴、

犯罪により害を被った事実その他本人に対する不

当な差別、偏見その他の不利益が生じないように

その取扱いに特に配慮を要するものとして政令で

定める記述等が含まれる個人情報をいう。 

第２章 個人情報保護方針の策定等 

（個人情報保護方針の策定） 

第４条 会長は、個人情報の保護・管理に対する姿勢を示

し、従業者に周知させるとともに、一般に公開す

るために個人情報保護方針を策定しなければなら

ない。方針に含む本会の取組事項は以下の内容と

する。 

１）本会は、会員固有の個人情報を取り扱う

にあたり事務局長が、適切な管理を行

う。 
２）本会がその活動において必要となる会員

の個人情報を取得する場合は、窓口等を

あらかじめ明示するとともに、利用目的

をできる限り特定したうえで必要な範囲

の個人情報の取得を行う。 
３）本会は、会員より取得した個人情報を適

切に管理し、基本的には第三者への提供

ならびに開示等は行わない。ただし、会

員の同意が得られた会社には、個人情報

の漏えいや再提供等を行わないとする契

約に基づく義務化などの適切な管理を実

施し、個人情報の提供ならびに開示等を

行なえる。 
４）本会は、電子メール、郵便等により会員

に会員情報を送信或いは送付または電話

をする場合があるが、申し出によりこれ

らの取り扱いを中止あるいは再開でき

る。 
５）会員から、固有の個人情報の照会あるい

は修正等を希望するなど､本会事務局ま

で連絡のあった場合は、合理的な範囲で

速やかな対応を行う。 
６）本会は、保有する個人情報に関して適用

される法令あるいは規範を遵守するとと

もに上記各項における取組の適宜見直し

ならびにその改善を行う。 

（個人情報保護方針の周知） 

第５条 会長は、前項により策定した「個人情報保護方

針」を従業者へ周知し、理解させなければならな

い。 

（個人情報保護方針の公開） 

第６条 「個人情報保護方針」の一般への公開は、本会ホ

ームページ等による。 

（個人情報保護方針の見直し） 

第７条 会長は「個人情報保護方針」を必要に応じ適宜見

直す。 

第３章 個人情報保護管理体制 

（個人情報管理組織） 

第８条 会長は、総括個人情報保護管理者として、本会の

保有する個人情報について、本会における管理に

係わる規程類の整備および管理移管する指導監督

ならびに教育研修の実施、その他本会の保有する

個人情報の管理に関する本会の事務を総括する。 

２ 副会長は、本会における副総括個人情報保護管理

者として、会長を補佐する。 

３ 事務局長は、事務管理責任者として、会員の個人

情報の収集、利用および保管等を適切に行うた

め、本規程で定めた事項を遵守するとともに、個

人情報保護のために必要かつ適切な安全管理の措

置を行う。 

４ 教育委員長は、本会における学術研究における個

人情報の取り扱い等の管理を行なう。 

 

（個人情報保護に関する検討） 

第９条 会長が、本会の保有する個人情報の管理に係る重

要事項の決定、連絡・調整等、必要があると認め

る場合は、これを理事会にて行う。 

（従業者の責務） 

第１０条 本会が保有する個人情報の取り扱いに従事する従

業者は、法の主旨に則り、関連する法規および規

程等の定めに従い、保有する個人情報を取り扱わ

なければならない。 

第４章 個人情報保護の措置 

（個人情報の収集） 
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第１１条 本会からの情報収集は、臨床工学技士として活動

するために有用な情報の発信ならびにその活用の

ために利用し、その目的達成に必要な限度におい

てのみ行わなければならない。 

２ 本会は、会員が入会時に提出した入会・変更届に

記載された情報、またはその他の方法で提供され

た情報を、適切に保有・管理する。 

３ 個人情報の収集は、適正かつ公正な手段で行わな

ければならない。 

４ 要配慮個人情報は、法令に基づく場合等一定の例

外を除きあらかじめ本人の同意を得ないで取得し

てはならない。 

（個人情報の利用） 

第１２条 個人情報の利用および提供を行う場合は、次に掲

げる事項について、事前に本人に通知、または本

人が容易に知り得る状態に置いている場合、個人

データを第三者に提供できる。 

１）第三者への提供を利用目的とすること 
２）第三者に提供される個人データの項目 
３）第三者への提供の手段または方法 
４）本人の求めに応じて当該本人が識別され

る個人データの第三者への提供を停止す

ること 

（個人情報の適正管理） 

第１３条 個人情報は利用目的に応じ必要な範囲内におい

て、正確かつ最新の内容に保つように努めなけれ

ばならない。 

２ 保有する個人データの種類およびその使用目的

は、以下のものとする。 

１）会員情報 
(ａ) 会員の入退会、異動履歴の管理 

(ｂ) 会員確認（事務所利用） 

(ｃ) 会費徴収に関わる業務 

(ｄ) たより、会誌の配布 

(ｅ) 本会からのお知らせ等の送付 

(ｆ) 各種アンケートの送付 

(ｇ) 各委員会運営の事業に関する業務 

(ｈ) 日本臨床工学技士会および各都道

府県技士会との会務連携 

(ｉ) 個人を特定しない形態での統計情

報作成 

(ｊ) その他、本会の定款および諸規程

に掲げる事業 

２）会員名簿 
(ａ) 会員確認（会員利用） 

(ｂ) 本会刊行物の発送およびお知らせ

等の送付 

(ｃ) 各種アンケート送付 

(ｄ) 各委員会運営の事業に関する業務 

(ｅ) 本会定款等の会員への案内 

(ｆ) 各種申請要領の会員への案内 

(ｇ) その他、本会の定款および諸規程

に掲げる事業 

第５章 個人情報の取り扱いおよび対応 

（閲覧の制限） 

第１４条 会長は、本会の保有する個人情報を閲覧する権限

を付与する従事者をその利用目的を達成するため

に必要な最小限に限定する。 

２ 閲覧する権限を有しない従事者は、本会の保有す

る個人情報にアクセスしてはならない。 

３ 従業者は、閲覧する権限を有する場合であって

も、業務上の目的以外で本会の保有する個人情報

にアクセスしてはならない。 

（複製の制限） 

第１５条 従事者は、本会の保有する個人情報の複製、送

信、外部への送付または持ち出し等の業務を行う

場合は、事務局長の指示に従い、必要最小限の範

囲においてこれらを行う。 

２ 従事者は、前項の規定に基づき、複製、送信、外

部への送付または持ち出し等を行った場合には、

漏えい等が行われないよう取り扱いに注意する。 

（訂正・修正等） 

第１６条 従事者は、保有する個人情報の内容に誤り等を発

見した場合には、事務局長の指示に従い、訂正等

を行う。 

（個人情報記録媒体の管理） 

第１７条 事務職員は、事務局長の指示に従い、保有する個

人情報が記録されている媒体を定められた場所に

保管する。 

（廃棄等） 

第１８条 事務職員は、本会の保有する個人情報または個人

情報が記録されている媒体（端末およびサーバー

に内蔵されているものを含む）が不要となった場

合には、事務局長の指示に従い、当該保有個人情

報の復元または判読が不可能な方法により当該情

報の消去または当該媒体の廃棄を行う。 

第６章 学術研究における個人情報の取り扱いおよび

対応 

（規程の遵守） 

第１９条 編集委員長は、論文、学会抄録等の個人情報保護

管理について、従業者、外部委託業者等に対して

周知を図る。 

（訂正・修正・削除の権限） 

第２０条 編集委員長は、論文、学会抄録等において、個人

情報保護の観点から、適切ではない表現・表記が

認められた場合、著者に対して訂正・修正・削除

等の指示を行う。 

２ 編集委員長は、論文、学会抄録等において、個人

情報保護の観点から、適切ではない表現・表記が

認められ、早急に訂正・修正・削除等の対応が必

要な場合は、著者から承諾を得ることなく対処で

きる。 

（悪質な違反者への対応） 

第２１条 編集委員長は、論文、学会抄録等において、個人

情報保護の観点から、度重なるあるいは悪質で不

適切な表現・表記を行った著者等を理事会に報告

し、訓告、投稿停止、除名処分等の判断を求め

る。 

２ 処分の決定した著者等に対し、会長名の書面によ

り本人に決定事項を通知し実行する。 
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第７章 情報処理システムの安全管理 

（不正アクセス防止対策） 

第２２条 事務職員は、情報システムで取り扱い保有する個

人情報の重要度に応じて、入力原票と入力内容と

の照合、処理前後の当該保有個人情報の内容の確

認、既存の保有個人情報との照合等を行う。 

２ 事務局長は、端末の窃盗または紛失の防止のた

め、端末の固定、執務室の施錠等の必要な措置を

講ずる。 

３ 事務職員は、端末を外部へ持ち出したり、または

外部から持ち込んだりしてはならない。ただし、

事務局長の指示に従い、業務の必要最小限の範囲

において行う場合はこの限りではない。 

４ 事務職員は、前項の規定に基づき端末を外部へ持

ち出す場合は、紛失による漏えい等が行われない

よう取り扱いに注意する。 

（不正プログラム対策） 

第２３条 事務局長は、コンピュータウィルスによる保有個

人情報の漏えい、滅失または毀損の防止のため、

コンピュータウィルスの感染防止等に必要な措置

を講ずる。 

（危機管理） 

第２４条 事務局長は、外部からの不正な侵入に備え、情報

処理機器室事務室への施錠管理等を講ずる。 

２ 事務局長は、保有する個人情報に係る情報システ

ムの設計書、仕様書、ネットワーク構成図等の文

書について漏えい等が行われないよう、その保

管、複製、廃棄等について必要な措置を講ずる。 

第８章 安全確保上問題発生時の対応 

（報告および是正処理） 

第２５条 本会の保有する個人情報漏えい等の安全確保上で

問題となる事案が発生した場合に、その事実を知

った事務員は速やかに事務局長に報告しなければ

ならない。 

２ 事務局長は、被害の拡大防止または復旧等のため

に必要な措置を講じなければならない。 

３ 事務局長は、事案の発生した経緯、被害状況等を

調査し、会長および副会長に報告しなければなら

ない。ただし、特に重大と認める事案が発生した

場合には、直ちに会長および副会長に当該事案の

内容等について報告しなければならない。 

４ 事務局長は、事案の発生した原因を分析し、再発

防止のために必要な措置を講じなければならな

い。 

（公表等） 

第２６条 副会長は、前条により事務局長より報告された事

案の内容、影響等に応じて、事実関係および再発

防止策の公表、当該事案に係る本人への対応等の

措置を講じなければならない。 

第９章 雑 則 

（教育研修） 

第２７条 会長は、必要に応じ本会の保有する個人情報の取

り扱いに従事する従業者に対し、保有する個人情

報の取り扱いについて理解を求め、個人情報の保

護に関する意識の高揚を図るための啓発その他必

要な教育研修を行う。 

２ 会長は、本会の保有する個人情報を取り扱う情報

システムの管理に関する事務に従事する従業者に

対し、保有する個人情報の適切な管理のために、

情報システムの管理、運用およびセキュリティ対

策に関して必要な教育研修を行う。 

３ 会長は、従業者に対し、本会の保有する個人情報

の適切な管理のために、教育研修への参加の機会

を付与する等の必要な措置を講ずる。 

（監査の実施） 

第２８条 会長は、本会の保有する個人情報の適切な管理に

ついて、必要があると認める場合は副会長または

事務局長に対し保有する個人情報の管理状況につ

いて報告を求め、または監査を行える。 

２ 事務局長は、必要に応じ自ら管理責任を有する保

有個人情報の記録媒体、処理経路、保管方法につ

いて点検を行い、必要があると認められる場合

は、その結果を会長および副会長に報告する。 

（評価および見直し） 

第２９条 副会長および事務局長は、本会の保有する個人情

報の適切な管理のため、前条の点検の結果等を踏

まえ、実効性等の観点から保有する個人情報の記

録媒体、処理経路、保管方法等を評価し、必要が

あると認める場合は、事務職員への教育研修の実

施および業務改善等を行う。 

（細則の作成） 

第３０条 本会の保有する個人情報の管理に関し、本規程に

定めるもののほか、保有する個人情報の管理に関

する必要事項は、理事会の承認により定める。 

（規程の改廃） 

第３１条 本規程の改廃は、理事会の審議を経て、総会の決

議を必要とする。 

附 則  

本規程は、平成２９年６月４日より施行する。  
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臨床研究の利益相反 ( COI ) に関する規程 

前 文 
 

近年、科学技術の進歩に伴い医療に関わる環境は大きく変

わり、産学連携による臨床研究が様々なところで行われ、公

的な存在である大学や研究機関、学術団体などが特定の企業

の活動に深く関与、参加することとなった。その結果、教育・

研究という学術的な機関・学術団体としての責任と、産学連

携活動に伴い個人が得る利益と衝突・相反する状態「利益相

反（conflict of interest: COI）」が必然的・不可避的に生じた。 

一般社団法人東京都臨床工学技士会（以下「本会」という。）

は責務としてこの利益相反状態を適切に管理することで、本

会が行なう教育・研究等の信頼性を確保して行く。そのため

本会として、学術大会等の運用面での規程（以下「本規程」

という。）を定める。なお、具体的な基準、取扱方法、書式に

ついては別に定める。 

第１章 総 則 

（目 的） 

第 1条 本会の内外に対して本会における利益相反に関す

る基本的な考えを提示する。特に会員に対しは、

本会が行うすべての各種事業を運営し、参加・発

表する場合などに、自らが利益相反状態を自己申

告によって適切に開示し、本規程の遵守を求め

る。 

（対象者） 

第２条 利益相反状態が生じる可能性がある以下の対象者

に対し、本規程を適用する。 

１）本会会員 
２）本会の事業である学術大会などで発表す

る者（非会員を含む） 
３）本会機関誌での発表者（非会員を含む） 
４）本会の役員、学術大会担当責任者、各委

員会の委員長、各部会の部会長、各委員

会委員、各部会担当など 
５）本会の事務職員 
６）前号１）～５）の対象者の、配偶者、一

親等の親族、ならびに収入・財産を共有

する者 

（対象とする活動） 

第３条 本会が行うすべての事業活動に対し、本規程を適

用する。 

１）学術大会、セミナーなどの開催 
２）技士会機関誌、学術図書などの発行 
３）研究および調査の実施 
４）研究の奨励および研究業績の表彰 
５）生涯学習活動の推進 
６）関連学術団体との連絡および協力 
７）国際的な研究協力の推進 
８）その他本会の目的を達成するために必要

な事業 
 

※ 特に、以下の活動を行う場合には、特段の規程遵守

を求める。 

１）本会が主催する学術大会などでの発表 
２）機関誌などの本会刊行物での発表 
３）ガイドライン、マニュアルなどの策定 

４）臨時に設置される調査委員会、諮問委員

会などでの作業 

（申告すべき事項） 

第４条 対象者は、個人における以下の１）～９）の事項

で、細則に定める基準を超える場合には、その正

確な状況を会長に申告すること。 

１）企業・法人組織、営利を目的とする団体

の役員、顧問職、社員などへの就任 
２）企業の株の保有 
３）企業・法人組織、営利を目的とする団体

からの特許権などの使用料 
４）企業・法人組織、営利を目的とする団体

から、会議の出席（発表）に対し、研究

者を拘束した時間・労力に対して支払わ

れた日当（講演料など） 
５）企業・法人組織、営利を目的とする団体

がパンフレットなどの執筆に対して支払

った原稿料 
６）企業・法人組織、営利を目的とする団体

が提供する臨床研究費（治験、臨床試験

費など） 
７）企業・法人組織、営利を目的とする団体

が提供する研究費（受託研究、共同研

究、寄付金など） 
８）企業・法人組織、営利を目的とする団体

がスポンサーとなる寄付講座 
９）その他、上記以外の旅費（学会参加な

ど）や贈答品などの受領 
２ 申告された内容の具体的な開示、公開の方法につ

いては、細則に定める。 

第２章 回避すべき事項 

（利益相反状態との関係で対象者の全てが回避すべきこと） 

第５条 臨床研究の結果の公表やガイドラインの策定など

は、純粋に科学的な根拠と判断、あるいは公共の

利益に基づいて行われるべきである。臨床研究の

結果とその解釈といった公表内容や、臨床研究で

の科学的な根拠に基づくガイドライン・マニュア

ルなどの作成についても、その臨床研究の資金提

供者・企業の恣意的な意図に影響されてはならな

い。本会の会員はこのような影響を避けられない

契約を資金提供者などと締結してはならない。 

（利益相反状態との関係で臨床研究の試験責任者が回避すべ

きこと） 

第６条 臨床研究（臨床試験，治験を含む）の計画・実施

に決定権を持つ総括責任者には、次の項目に関し

て重大な利益相反状態にない（依頼者との関係が

少ない）と社会的に評価される研究者を選出する

べきである。また臨床研究総括責任者は選出され

た後もその評価を維持すべきである。 

第 3 章 責 務 

（会員の責務） 

第７条 会員は臨床研究成果を学術大会などで発表する場

合、当該研究実施に関わる利益相反状態を発表時

に、本会の細則にしたがう所定の書式で適切に開

示する。研究などの発表との関係で、本規程に反

すると指摘された場合には、当該対象者はその趣
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旨を理解し全面的に協力しなければならない。 

（役員などの責務） 

第８条 本会の役員（会長、理事、監事）、学術大会担当

責任者（学会長など）、各種委員会委員長は本会

に関わるすべての事業活動に対して重要な役割と

責務を担っており、当該事業に関わる利益相反状

況については、就任した時点で細則にしたがう所

定の書式で所定の届出をすること。 また、就任

後、新たに利益相反状態が発生した場合には細則

にしたがい、所定の届出を行う。 

（利益相反を管轄する委員会の責務） 

第９条 倫理委員会は、本会が行うすべての事業におい

て、重大な利益相反状態が会員に生じた場合、あ

るいは、利益相反の自己申告が不適切で疑義があ

ると指摘された場合、当該会員の利益相反状態を

マネージメントするためにヒアリングなどの調査

を行い、その結果を会長に答申する。 

（理事会の責務） 

第１０条 理事会は、役員などが本会の事業を遂行するうえ

で、重大な利益相反状態が生じた場合、あるいは

利益相反の自己申告が不適切であると認めた場

合、倫理委員会に諮問し、答申に基づいて改善措

置などを指示する。 

（学術大会担当責任者の責務） 

第１１条 学術大会の担当責任者（学会長など）は、本会で

臨床研究の成果が発表される場合には、その実施

が本規程に沿ったものであることを検証し、本規

程に反する演題については発表を差し止めるなど

の措置を講ずる。 

２ この場合には、速やかに発表予定者に理由を付し

てその旨を通知する。 

３ なお、これらの措置の際に上記運営責任者は倫理

委員会に諮問し、その答申に基づいて改善措置な

どを指示する。 

（編集委員会の責務） 

第１２条 編集委員会は、技士会機関誌などの刊行物で研究

成果の原著論文、総説、ガイドライン、編集記

事、意見などが発表される場合、その実施が本規

程に沿ったものであることを検証し、本規程に反

する場合には掲載を差し止めるなどの措置を講ず

る。 

２ この場合、速やかに当該論文投稿者に理由を付し

てその旨を通知する。本規程に違反していたこと

が当該論文掲載後に判明した場合は、当該刊行物

などに編集委員長名でその旨を公知する。 

３ なお、これらの措置の際に編集委員長は倫理委員

会に諮問し、その答申に基づいて改善措置などを

指示する 

（その他の責務） 

第１３条 その他の委員長・委員ならびに部会長・部会員

は、それぞれが関与する技士会事業に関して、そ

の実施が本規程に沿ったものであることを検証

し、本規程に反する事態が生じた場合には、速や

かに事態の改善策を検討する。 

２ なお、これらの対処については倫理委員会に諮問

し、答申に基づいて理事会は改善措置などを指示

する。 

第４章 違反に関する措置 

（規程違反者に対する措置） 

第１４条 理事会は、別に定める細則により、本規程に違反

する行為に関して審議する権限を有しており、倫

理委員会に諮問し、答申を得たうえで、理事会で

審議した結果、重大な規程違反があると判断した

場合には、その違反の程度に応じて一定期間、次

の措置の全てまたは一部を講ずる。 

１）本会が開催するすべての会での発表禁止 
２）本会の刊行物への論文掲載禁止 
３）本会の理事会、委員会、作業部会への参

加禁止 
４）本会の理事の解任、あるいは理事になる

ことの禁止 
５）本会会員の資格停止、除名、あるいは入

会の禁止 
２ 規程違反者に対する措置が確定した場合、当該会

員が所属する他の学会長へ情報提供を行う。 

（不服の申立） 

第１５条 被措置者は、本会に対し不服申立をすることがで

きる。会長は、これを受理した場合、速やかに不

服申立て審査委員会を設置して、審査を委ね、そ

の答申を理事会で協議したうえで、その結果を不

服申立者に通知する。 

（不服申立て審査委員会） 

第１６条 前条の不服申立て審査委員会は、会長の指名する

本会会員若干名と外部委員１名以上により構成

し、委員長は委員から互選する。利益相反を管轄

する委員はその委員を兼任できない。 

（説明責任） 

第１７条 本会は、自らが関与する場所で発表された臨床研

究の成果について、重大な本規程の違反があると

判断した場合は、直ちに理事会の協議を経て社会

に対する説明責任を果たさねばならない。 

２ この場合、開示もしくは公開される COI情報の当

事者は、理事会もしくは倫理委員会に対して意見

を述べる機会が与えられるが、開示もしくは公開

の緊急性があり、意見を聞く余裕がない場合はそ

の限りではない。 

第５章 規程の細則および改廃 

（規程の細則） 

第１８条 本規程に定めるもののほか本規程の施行に必要な

事項は、理事会の決議により細則を別に定める。 

（規程の改廃） 

第１９条 本規程は、社会的要因や産学連携に関する法令の

改正、整備ならびに医療および研究をめぐる諸条

件に適合させるために定期的に倫理委員会が見直

すこと。 

２ 前項の結果をふまえて、本会理事会は必要に応じ

て改正案ならびに細則の制定案を総会に提出す

る。総会の承認により本規程は改正される。 

附 則 

本規程は、平成２９年６月４日より施行する。 
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監事業務規程  

第１章 総 則 

（目 的） 

第１条 本規程は、一般社団法人東京都臨床工学技士会

（以下「本会」という。）がその定款第３条およ

び第４条の精神に則り会務を執行するにあたり、

適正に実施できるよう監事の業務について、「一

般社団法人および一般財団法人に関する法律」に

従い定める。 

（選 出） 

第２条 監事の選出は、本会の役員選出規程に従う。 

（監事の権限） 

第３条 監事は、本会定款第２４条第４項に基づき理事の

職務の執行を監査する。この場合に監事は、法務

省令で定めるところにより、監査報告を作成す

る。 

２ 監事は、本会定款第４１条ならびに財務規程第２

９条に基づき本会の会計帳簿またはこれに関する

資料を監査する。この場合に監事は、法務省令で

定めるところにより、会計監査報告を作成する。 

３ 監事は、いつでも、理事および事務職員に対して

事業の報告を求め、または本会の業務および財産

の状況を調査できる。 

第２章 職務執行の監査 

（理事会への報告義務） 

第４条 監事は、以下のいずれかががあると認める場合

は、遅滞なく、その旨を理事会に報告しなければ

ならない。 

１）理事の不正行為 
２）理事が不正行為をするおそれ 
３）法令若しくは定款に違反する事実 
４）著しく不当な事実 

（理事会への出席義務等） 

第５条 監事は、理事会に出席し、必要があると認める場

合は、意見を述べる。 

２ 監事は、前条に規定する場合において、必要があ

ると認める場合は、理事に対し、理事会の招集を

請求できる。 

３ 前項の規定による請求があった日から５日以内

に、その請求があった日から２週間以内の日を理

事会の日とする理事会の招集の通知が発せられな

い場合は、その請求をした監事は、理事会を招集

できる。 

（社員総会への監査報告の義務） 

第６条 監事は、理事が社員総会に提出しようとする議

案、書類その他法務省令で定めるものを調査す

る。この場合に、法令若しくは定款に違反し、ま

たは著しく不当な事項があると認める場合は、そ

の調査の結果を社員総会に報告しなければならな

い。 

２ 監事は、第３条第１項で作成した監査報告を、次

年度の定期社員総会に報告しなければならない。 

（監事による理事の行為の差止め） 

第７条 監事は、理事が本会目的の範囲外の行為その他法

令若しくは定款に違反する行為をし、またはこれ

らの行為をするおそれがある場合において、当該

行為によって本会に著しい損害が生ずるおそれが

ある場合は、当該理事に対し、当該行為をやめる

ことを請求できる。 

２ 前項の場合において、裁判所が仮処分をもって同

項の理事に対し、その行為をやめることを命ずる

場合は、担保を立てさせないものとする。 

（本会と理事との間の訴えにおける法人の代表） 

第８条 本会が理事（理事であった者を含む。以下この条

において同じ。）に対し、または理事が本会に対

して訴えを提起する場合には、当該訴えについて

は、監事が本会を代表する。 

２ 本会の代表が会長であるにもかかわらず、次に掲

げる場合には、監事が本会を代表する。 

１）本会が、正会員から本会役員等に対する

訴えの提起の請求（理事の責任を追及す

る訴えの提起の請求に限る。）を受ける

場合 
２）本会が、正会員からの訴訟告知（理事の

責任を追及する訴えに係るものに限

る。）ならびに裁判所からの和解通知お

よび催告（理事の責任を追及する訴えに

係る訴訟における和解に関するものに限

る。）を受ける場合 

第３章 会計監査 

（会計監査の対象） 

第９条 監事は、会計監査を行うに際し、次に掲げるもの

の閲覧および謄写をし、または財務理事および事

務局員に対し、会計に関する報告を求めることが

できる。 

１）会計帳簿またはこれに関する資料が書面

をもって作成されている場合は、当該書

面 
２）会計帳簿またはこれに関する資料が電磁

的記録（電子的方式、磁気的方式その他

人の知覚によっては認識することができ

ない方式で作られる記録であって、電子

計算機による情報処理の用に供されるも

のとして法務省令で定めるものをい

う。）をもって作成されている場合は、

当該電磁的記録に記録された事項を法務

省令で定める方法により表示したもの 

（社員総会への会計監査報告の義務） 

第１０条 監事は、会計監査を行うに際して会計職務の執行

に関し不正の行為または法令若しくは定款に違反

する重大な事実があることを発見した場合は、遅

滞なく、これを社員総会に報告しなければならな

い。 

２ 監事は、第３条第２項で作成した会計監査報告

を、次年度の定期社員総会に報告しなければなら

ない。 

第４章 報酬等 

（監事の報酬） 

第１１条 監事の報酬は、無給とする。 



一般社団法人 東京都臨床工学技士会 規程集 （令和5年度版） 

 ________________________________________________________________________________________________________________________  

 ________________________________________________________________________________________________________________________  

 ３８ 

（費用等の請求） 

第１２条 監事がその職務の執行について本会に対して次に

掲げる請求をした場合は、本会は、当該請求に係

る費用または債務が当該監事の職務の執行に必要

でないことを証明した場合を除き、これを拒むこ

とができない。 

１）費用の前払の請求 
２）支出した費用および支出の日以後におけ

るその利息の償還の請求 
３）負担した債務の債権者に対する弁済（当

該債務が弁済期にない場合にあっては、

相当の担保の提供）の請求 

第５章 規程の細則および改廃 

（規程の細則） 

第１３条 本規程に定めるもののほか本規程の実施に必要な

事項は、理事会の決議により別に細則を定めるこ

とができる。 

（規程の改廃） 

第１４条 本規程の改廃は、理事会の審議を経て、総会の決

議を必要とする。 

附 則 

本規程は、平成３０年６月３日より施行する。 


